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 午前１０時００分 開  議 

 

○相田克平議長 おはようございます。 

  ただいまの出席議員24名であります。 

  直ちに本日の会議を開きます。 

  本日の会議は議事日程第５号により進めます。 

 

 

 

日程第１ 一般質問 

 

○相田克平議長 日程第１、一般質問を行います。 

  順次発言を許可いたします。 

  一つ、出産・子育て応援事業のさらなる充実を

図るべきではないか外１点、７番小久保広信議員。 

  〔７番小久保広信議員登壇〕（拍手） 

○７番（小久保広信議員） おはようございます。 

  市民平和クラブの小久保です。 

  一般質問も最終日になりました。今回、中日に

お休みがあったのですが、月曜日から始まって金

曜日という長丁場だったなと思っております。中

日が休みだったとしても、当局の皆さんもお疲れ

だと思いますが、真摯で前向きな答弁をお願いし

て、私からの一般質問を始めていきたいと思いま

す。 

  まず初めに、大項目の１番目、出産・子育て応

援事業のさらなる充実を図るべきではないかにつ

いてお伺いをいたします。 

  ６月２日に厚生労働省は、2022年の人口動態統

計の概数を発表しました。女性１人が生涯に産む

子供の推定人数である合計特殊出生率が1.26と、

2005年に並び過去最低になりました。出生数は77

万747人で、1899年の統計開始以来、初の80万人台

割れとなったという報道がありました。 

  山形県が、厚生労働省の人口動態統計に基づく

県内の2022年の概数を公表しました。婚姻数は、

3,184組の前年比202組減で５年連続、出生数は、

5,674人の前年比224人減で14年連続の減少となり、

いずれも過去最低となりました。山形県の合計特

殊出生率は、全国29位の1.32だったと報道があり

ました。 

  さらに、内閣府の統計で、日本で生まれる子供

の数が減り続けた結果、2025年頃からは20代の人

口が急激に少なくなると分かっています。つまり、

結婚や出産する年代の人数がますます減る中、低

い出生率のままだと、さらに急激に人口減少が進

むことになってしまいます。まさに、今ここで少

子化対策、子育て支援策をしっかりと行っていか

なければならない、そういった状況にあると言え

ます。 

  子育て支援には、伴走型支援が重要だと言われ

ています。伴走型支援とは、妊娠期から出産・産

後、育児期の段階に応じて、全ての妊婦や子育て

家庭に寄り添った身近な支援体制のことです。各

段階できめ細かく関わることで、困っている妊婦

や子育て中の親に対し、ニーズに即した支援を切

れ目なく届けるのが目的です。 

  妊娠期では、保健師などによる面談を通じ、出

産までの見通しを立てます。さらに、子育てガイ

ドを基に、出産時や出産後のサービスの利用、手

続を一緒に確認、夫の育休取得の推進なども提案

されています。 

  出産・産後の面談では、子育て世代の仲間づく

りの場の紹介や保育所の入所案内などを行い、子

育て期では、子育て関連情報発信やオンライン面

談など、気軽に相談できる体制を継続することが

大切です。 

  相談の実施主体は、子育て世代包括支援センタ

ーや、民間の地域子育て支援拠点などが想定され

ています。 

  このような体制を充実させる背景には、妊婦や

親の孤立が挙げられています。今の子育て家庭の

多くは、祖父母と離れて暮らす核家族の割合が高

く、子育てを手伝う身近な人がいないことから、

子育て負担が大きくなっています。 

  心身にストレスを抱えた状態が続けば、虐待な
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どに発展するリスクもあり、深刻な事態に陥る前

に適切な支援を行うことが必要です。このため、

伴走型相談支援が重視されています。 

  全ての妊婦・子育て世代の方々が安心して出

産・子育てができるよう、妊娠期から出産・子育

てまで切れ目なく身近で相談に応じ、様々なニー

ズに即した必要な支援につなぐ伴走型支援の充実

を図ることが必要です。 

  本市は、妊産婦・子育て家庭が安心して出産・

子育てができるよう、妊娠期から子育てまで一貫

した伴走型の相談支援と経済的支援を組み合わせ

た事業を実施するとしていますが、その具体的な

内容をお伺いし、さらに、伴走型支援の充実を図

るための施策が必要だと思います。 

  早速、小項目の１番目の伴走型支援の具体的な

事業はどうなっているのかについてお伺いします。 

  伴走型支援として、妊娠届出時・妊娠８か月頃・

出産後（赤ちゃん訪問）において、アンケートや

サポートガイド、情報誌を活用し、出産・育児の

見通しを一緒に確認するための面談や継続的な情

報発信を行い、必要な支援につないでいくとして

いますが、具体的にどのような施策を実施してい

るのかお伺いいたします。 

  次に、伴走型相談支援では、相談の実施主体は、

子育て世代包括支援センターや民間の地域子育て

支援拠点などが想定されています。 

  本市は、健康課内の子育て世代包括支援センタ

ーで、母子保健コーディネーターである保健師、

助産師が、妊娠・出産・育児についての疑問・不

安・悩みについて一緒に考え、妊婦さんや産婦さ

んの気持ちに寄り添ってサポートをしています。 

  さらに本市は、アクティー米沢を改修して、屋

内遊戯施設を整備することで、子供たちが天候に

左右されない施設において、遊びを通じて体を動

かし、子供同士や親子などで交流できる場所を確

保する子育て世代活動支援センターを整備すると

しています。 

  初めに、子育て世代活動支援センターの役割に

ついてお伺いします。どのような役割を担い、活

動を行っていくのかお伺いします。 

  運営の基本方針で、米沢市子育て世代活動支援

センターは、児童及び保護者が使用できる遊び場

及び交流の場を提供することにより、子育て環境

の充実を図るとともに、市民福祉の向上に寄与す

ることを目的として設置された公の施設であり、

当該施設の運営を通じて次のことを目標とするも

のですとして、「ア 子どもたちがのびのびと身

体を動かすことができる場を提供すること。イ 

親子で交流できる機会を創出すること。ウ 子育

て情報を発信し、子育て支援の充実を図ること」

としています。具体的な役割や活動をどう行って

いくのかお伺いいたします。 

  また、この子育て世代活動支援センターの指定

管理者の管理運営に関する仕様書によれば、管理

運営上の留意事項で、人材の配置等に関する事項

で、「イ 教諭（小学校・中学校・幼稚園）、保

育士、社会教育主事のいずれかの資格保有者を１

名配置します」とされていますが、このような資

格を持つ専門家がきちんと配置できるのでしょう

か、お伺いします。また、何人の職員が配置され

るのでしょうか、併せてお伺いいたします。 

  子育て世代活動支援センターの役割と、子育て

世代包括支援センターの役割分担はどうなってい

るのでしょうか。また、連携はどのようにされる

のでしょうか。おのおのが別々に活動するのでし

ょうか、お伺いいたします。 

  次に、経済的支援の具体的な事業はどうなって

いるのかについてお伺いいたします。 

  経済的支援として、出産育児関連用品の購入、

子育て支援サービスの利用負担の軽減を図るため、

妊娠届出後に５万円の出産応援ギフトを、赤ちゃ

ん訪問後に５万円の子育て応援ギフトを給付する

としています。 

  さらに、現金に代わるクーポンの利用は、県の

動向を見ながら検討するとしていますが、どのよ

うなものが贈られているのでしょうか。クーポン
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の利用は行われているのかお伺いいたします。 

  ４点目の、乳児見守り訪問を行うおむつ定期便

事業を行ってはどうかについてお伺いします。 

  ０歳児養育世帯は、子育てに最も不安を感じて

おり、外出が困難であることから周囲に支援を求

めにくく、地域で孤立する傾向にあること、虐待

の重篤な事例が最も多い時期であるため、毎月、

赤ちゃん用品を自宅に配達し、定期的に家庭に関

わり、見守りを行うことで、育児に関する不安や

悩み、心配といった育児負担を軽減すること、ま

た、必要な支援を早期に行う体制の構築を図るこ

とが必要です。 

  全国市議会議長会の全国都市の特色ある施策集

では、乳児の見守りを目的に、紙おむつ定期便事

業を行っている市は、石川県小松市、滋賀県甲賀

市、兵庫県明石市があります。内容は、生後３か

月から１歳の赤ちゃんを養育する家庭の子育ての

精神的、経済的不安の軽減を図るため、見守り訪

問と子育て支援情報の提供を行い、紙おむつを配

達しています。 

  子育て経験のある見守り支援員が、０歳児の赤

ちゃんのいる家庭の見守りと併せて、紙おむつな

どを直接届けることで、経済的負担の軽減や見守

りによる子育てへの不安の解消だけではなく、必

要に応じて市の関連部署と連携し、支援につなぐ

ことができています。 

  このような乳児見守り訪問を行うおむつ定期便

事業を本市でも実施してはどうでしょうか、お伺

いいたします。 

  大項目の２つ目、介護予防、健康づくり施策の

充実をどう行っていくのかについてお伺いいたし

ます。 

  2025年問題は、いわゆる団塊の世代が75歳以上

の後期高齢者となり、日本が超高齢社会になるこ

とに付随して起こる問題を指しています。 

  団塊の世代とは、1947年から1949年に生まれた

世代を示しています。総務省の令和２年国勢調査

の実施時点である2020年で596万人が該当するこ

とが分かっています。また、同調査では、75歳以

上の人口が1,860万人で、総人口の14.7％に当たる

ことが分かりました。 

  2025年には、75歳以上の人口が3,677万人に達す

る見込みで、これは、日本人の3.9人に１人が75

歳以上という社会になることを指しています。こ

のことにより、高齢者のいる世帯のうち７割が高

齢者の独居、高齢者のみの世帯となります。また、

認知症を患う高齢者が急増することも懸念されて

います。 

  本市でも高齢化が進み、いわゆる団塊の世代の

人で、全てが後期高齢者に到達する2025年（令和

７年）には、本市の高齢化率は34.0％に達するこ

とが見込まれています。３人に１人が高齢者とい

う時代が間近に迫っています。 

  生活習慣病予防への取組の拡大、地域包括ケア

システムによる医療と介護の連携、在宅医療の促

進などが必要です。 

  米沢市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計

画では、介護予防、健康づくり施策の充実が挙げ

られていますが、その内容と状況はどうなってい

るのかについてお伺いいたします。 

  まずは、介護予防、健康づくり施策はどうなっ

ているのでしょうか。 

  米沢市高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計

画では、介護予防把握事業（高齢者見守り訪問員

の配置）、介護予防普及啓発事業（介護予防教室

等の開催）、地域介護予防活動支援事業（住民主

体の通いの場立ち上げ・継続支援、住民ボランテ

ィアの育成）、地域リハビリテーション活動支援

事業（住民主体の通いの場への専門職派遣）など

が主な事業として記載をされています。その実施

状況はどのようになっているのでしょうか、お伺

いいたします。 

  ２つ目、介護予防推進員の活動内容と推進員の

状況はどうなっているのかお伺いします。 

  介護予防推進員は、介護予防に関する一般的知

識や効果的な運動を学び、地域において介護予防
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のボランティア活動を実践する人材としています。 

  介護予防の中心的役割を果たす推進員は、具体

的にどのような活動を行っているのでしょうか。

また、推進員は何人程度を養成しようとしている

のでしょうか、お伺いいたします。 

  最後に、脳はつらつ教室、体はつらつ教室、水

中足腰しっかり教室の内容と参加者の状況はどう

なっているのでしょうか。 

  最近、物忘れが多くなってきたという方にお勧

めの認知症を予防するための教室で、認知症の話

や誰でもできる能力アップ体操、ストレッチ、軽

運動、簡単な物忘れテストを行う脳はつらつ教室、

運動機能の向上を目的とした教室で、高齢期に大

切な栄養と口腔機能向上について学ぶ体はつらつ

教室、65歳からさらに輝くためのプールを利用し

た運動教室で、泳げなくとも水の中で膝や腰への

負担を軽減しながら運動を行い、転倒予防や将来

寝たきりにならないようにするための新しい介護

予防教室の水中足腰しっかり教室の内容と、参加

者の状況はどうなっているのかお伺いいたします。 

  また、今までのシューイチ体操倶楽部はどうな

っていくのでしょうか。シューイチ体操は、今ま

でどおりに各地区・各所で行っていくのでしょう

か。脳はつらつ教室、体はつらつ教室、水中足腰

しっかり教室と同時に開催していくのでしょうか、

お伺いをいたします。 

  以上、演壇から申し上げ、１回目の質問といた

します。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

  〔山口恵美子健康福祉部長登壇〕 

○山口恵美子健康福祉部長 私から初めに、１、出

産・子育て応援事業のさらなる充実を図るべきで

はないかについてお答えいたします。 

  （１）伴走型支援の具体的な事業はどうなって

いるのかですが、議員お述べのとおり、出産・子

育て応援事業については、国の交付金を活用し、

安心して出産・子育てができるよう創設され、単

に給付を行うだけでなく、伴走型相談支援を一体

的に実施する事業で、全国で展開されています。 

  本市では、令和４年12月定例会において補正予

算を議決いただき、令和５年１月23日から実施し

ております。この事業の実施主体は、健康課に設

置している子育て世代包括支援センターとなりま

す。 

  本市が実施する伴走型相談支援は、妊娠届出時、

妊娠７か月時、赤ちゃん訪問時、出産・子育て応

援ギフトの決定通知書送付時などに、面談やアン

ケートを実施するほか、サポートガイドやその

時々に応じた情報の提供などを行っています。 

  具体的には、妊娠７か月のときに行うアンケー

トでは、面談の希望をお聞きするほか、記載され

た内容やそれまでの妊娠経過から、保健師などの

専門職が支援や声がけが必要と判断した人に、面

談や電話での声がけを行っております。 

  次に、（２）子育て世代活動支援センターと子

育て世代包括支援センターの役割分担はどうなっ

ているのかについてお答えいたします。 

  初めに、子育て世代包括支援センターについて

は、母子保健法第22条の母子健康包括支援センタ

ーに基づくもので、平成28年４月に健康課内に設

置いたしました。保健師などを中心に、妊娠・出

産・育児に関する様々な相談に対応し、必要に応

じて地域の保健福祉の関係機関との連絡調整を行

うなど、妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない

支援を行う役割があります。 

  子育て世代活動支援センターについては、議員

お述べの目的で設置した施設であり、名称は本市

独自のもので、本年10月のオープンを予定してお

ります。 

  具体的な活動として、屋内遊戯室においては、

子供たちが安全で安心して遊べるよう見守るだけ

でなく、適切な遊び方の支援や指導を行います。 

  また、親子の交流の機会づくりとして、親子で

参加できる親子ヨガや親子でダンス、親子工作教

室などの自主事業を開催し、さらに、ここに来れ

ば、様々な子育てイベントの情報が分かるよう情



- 223 - 

報収集に努め、毎月のセンター独自の広報誌の発

行をはじめ、ＳＮＳ等による発信を行います。ま

た、利用される保護者の方が気軽に相談できる体

制を整えます。 

  子育て世代活動支援センターについては、子育

て世代にとって、遊ぶ、学ぶ、交わるを一体的に

行える施設として、その役割を担えるよう努めて

いきたいと考えております。 

  子育て世代活動支援センターには、指定管理者

からの報告で、センター長１名、副センター長１

名、貸室担当１名、遊戯施設担当２名、合計５名

の職員が配置される予定と聞いております。この

中の１名が教員資格のある有資格者で、センター

長となる予定です。 

  また、この人員配置のほか、土曜、日曜や長期

休暇時には、遊戯施設担当を１名増員する予定で

す。さらには、有償ボランティアの配置なども予

定されているところです。 

  保護者から相談があった場合にはその場で相談

を受けるとともに、相談内容に応じて、担当部署

や子育て世代包括支援センターにつなぐ役割を担

っていただく予定となっております。担当される

有資格の方については、行政との連携を図るため

に必要な知識についての研修を行い、スムーズな

連携が図れるよう努めてまいります。 

  次に、（３）経済的支援の具体的な事業はどう

なっているのかにお答えいたします。 

  経済的支援について、本市では、妊娠届出時の

面談後に、出産応援ギフトとして妊婦１人当たり

５万円を、新生児訪問で面談した後に、子育て応

援ギフトとして児童１人当たり５万円を、いずれ

も現金で支給しています。 

  事業開始までに準備期間が短く早急な対応が必

要だったことから、本市ではいずれも現金での支

給となりましたが、受給者からは「現金がとても

ありがたい」との声を多くお聞きしております。 

  国では、５万円相当のクーポンを想定していた

ことから、当初、県では、クーポンによる広域連

携での実施について検討するとの情報がありまし

たが、現在においても具体的な情報はないことか

ら、本市においては、今後も現金での支給を継続

していきたいと考えております。 

  （４）乳児見守り訪問をするおむつ定期便事業

を行ってはどうかについてですが、産後間もない

母親は情緒的にとても不安定な時期であり、子育

てによる孤立化も懸念されます。特に産後鬱にあ

っては、早期に関わることで改善されるものです。

このことから、本市では、産後なるべく早い時期

での赤ちゃん訪問を行っており、また、同じ月齢

のお子さんとお母さんが参加できる「おやこ広場」

を設けております。さらには、地域子育て支援セ

ンターの利用へとつながるよう、市内５か所の地

域子育て支援センターとも連携を図り、協力を得

ております。 

  確かに乳児の見守り訪問は、母親の孤立化を防

ぎ、また、母親の悩みをお聞きすることで不安の

払拭につながることも考えられますが、本市とし

ては、専門職により継続的な関わりを持っていき

たいと考えているところです。 

  また、子育て世帯への経済的支援としては、さ

きにも述べました出産・子育て応援事業を実施し

ており、出産・子育て応援ギフトの支給が開始さ

れたことから、経済的負担の軽減が図られている

ものと考えております。 

  続いて、２、介護予防、健康づくり施策の充実

をどう行っていくのかについてお答えいたします。 

  （１）介護予防、健康づくりの施策はどうなっ

ているのかについてですが、初めに、介護予防把

握事業についてお答えいたします。 

  介護予防把握事業における高齢者見守り支援事

業は、認知症など心身機能の低下した高齢者を早

期発見するとともに、孤独感を緩和し安心した生

活の継続を支援するため、見守り訪問員を配置し、

週１回程度、介護保険サービスを利用していない

高齢者世帯への訪問を実施しております。令和４

年度末の登録者数は144名で、６名の訪問員による
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安否確認などの訪問活動を行っております。 

  次に、介護予防普及啓発事業につきましては、

高齢者が身体機能を維持しながら、介護を必要と

せずにいつまでも元気で暮らしていけるように、

運動機能向上、栄養改善、口腔機能向上、認知症

予防、閉じ籠もり防止、鬱予防を目的とした介護

予防教室を開催しております。 

  介護予防教室の開催実績ですが、令和３年度は

開催回数98回、参加者数1,148名、令和４年度は開

催回数121回、参加者数1,652名と、コロナ禍の影

響はあったものの参加者は増加しております。 

  今後は、介護予防に取り組むきっかけとなる内

容を企画するとともに、教室終了後もセルフケア

の実践につなげられるよう、技術・知識の普及に

努めてまいります。 

  次に、地域介護予防活動支援事業につきまして

は、高齢者が誰でも一緒に参加することのできる

介護予防の地域展開を目指して、住民主体の通い

の場「シューイチ体操倶楽部」の立ち上げ支援・

継続支援を実施しています。 

  令和４年度の新規設置数は４か所、令和４年度

末で合計33か所と、本市高齢者福祉計画・第８期

介護保険事業計画での、令和４年度末までの設置

総数60か所の目標達成には至りませんでしたが、

コロナ禍でも廃止となった団体は１か所にとどま

ったことから、地域における介護予防の取組が浸

透しているものと考えております。 

  また、介護予防に関する住民ボランティアであ

る介護予防推進員の育成については、新型コロナ

ウイルス感染症による行動制限も解除されたこと

から、今年度新たな推進員を養成し、住民ボラン

ティアの拡大を図っていく予定でおります。 

  地域リハビリテーション活動支援事業につきま

しては、シューイチ体操倶楽部に対し、リハビリ

テーション専門職を派遣しております。令和４年

度は25回の派遣を行い、技術的指導のほか、心身

機能及び生活機能の改善・向上に向けた助言や機

能評価を行いました。 

  今後も、高齢者の心身機能及び生活機能改善、

能力向上のほか、日常生活における活動意識を高

め、地域や社会への積極的参加につながるよう、

専門職の関与を継続してまいります。 

  次に、（２）介護予防推進員の活動内容と推進

員の現状はどうなっているのかにお答えいたしま

す。 

  介護予防推進員は現在７名おり、コロナ禍によ

り活動が低迷しておりましたが、シューイチ体操

倶楽部の立ち上げ支援や、実地指導、認知症カフ

ェやイベントなどでの体操指導などの協力をいた

だいております。また、介護予防ボランティア活

動に向けた知識・技術の向上のために、年間10回、

学習会及び情報交換会を開催しております。 

  住民ボランティアである介護予防推進員の育成

については、さきにお答えしたように、コロナ禍

による行動制限が解除されたことから、今年度、

新たに推進員を養成し、シューイチ体操倶楽部の

立ち上げ支援や、認知症カフェ、イベントでの体

操指導など、介護予防に関するボランティア活動

を行っていく予定でおります。 

  なお、養成人数につきましては、高齢者福祉計

画・第８期介護保険事業計画において、令和５年

度の目標としている20名まで増員したいと考えて

おり、今年度は６月から計10回の養成講座を開催

する予定です。 

  次に、（３）脳はつらつ教室、体はつらつ教室、

水中足腰しっかり教室の内容と参加者の状況はど

うなっているのかについてですが、まず、脳はつ

らつ教室についてですが、脳トレや軽運動を行い、

認知症を予防する教室であり、開催実績ですが、

令和３年度が開催36回、参加者数503名、令和４

年度が開催36回、参加者数563名となっておりま

す。 

  ２つ目に、体はつらつ教室についてですが、以

前実施しておりました地域づくり型運動教室の内

容を変更し、運動機能の維持・向上を目的に実施

しております。また、高齢期に大切な栄養と口腔
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機能向上についても学び、フレイルの予防に努め

ております。開催実績ですが、令和３年度が72回

開催し、参加者が527名、令和４年度が72回開催し、

参加者が864名となっております。 

  ３つ目に、水中足腰しっかり教室についてです。

膝・腰への負担の少ない水中運動と、陸上での足

腰の筋トレ・ストレッチを取り入れた転倒予防の

教室です。開催実績ですが、令和３年度24回開催

し、参加者は217名、令和４年度は24回開催し、参

加者240名でした。 

  令和４年度においては、体はつらつ教室以外は、

高齢者福祉計画・第８期介護保険事業計画の目標

値達成には至っておりませんが、令和３年度と比

較しますと、脳はつらつ教室の参加延べ人数は1.1

倍、体はつらつ教室は1.6倍、水中足腰しっかり教

室は1.1倍と増加しております。 

  新型コロナウイルス感染症も２類相当から５類

に移行したことから、行動しやすい環境になった

ことや、高齢者の社会参加や活動意欲も徐々に高

まりつつあると考えられることから、令和５年度

はさらに参加者数が増加するものと見込んでおり

ます。 

  また、シューイチ体操倶楽部につきましては、

介護予防に資する住民主体の通いの場として、各

地区・各所での設置を目指しております。シュー

イチ体操倶楽部は、単に体操を行う場だけでなく、

参加者同士の支え合いの場であり、地域に定着す

ることで、高齢者が生きがいや役割を持って生活

できる自助、互助による地域づくりに寄与するも

のと考えております。 

  このようなことから、シューイチ体操倶楽部に

つきましては、介護予防に資する基本的知識の普

及啓発を目的とする介護予防教室の開催と併せて、

今後も、地域包括支援センターや生活支援コーデ

ィネーターと協働し、通いの場の立ち上げ支援の

ほか、各通いの場に出向いての継続支援を行って

まいります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 丁寧な答弁ありがとう

ございました。 

  ２回目の質問をさせていただきますが、１つは、

保健師などの訪問なのですけれども、個別に相談

に乗って支援を続けるということは重要なわけで

すけれども、乳児の家庭訪問で、訪問員の専門性

というのは保健師が回っているので大丈夫だと思

うのですが、本市の現在の回数の訪問で大丈夫な

のでしょうか、その点お伺いいたします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 乳児家庭全戸訪問事業

につきましては、国のガイドラインでは、訪問者

は必ずしも専門職とはなっておりません。回数は、

生後４か月までの間に１回という内容となってお

り、内容につきましても、育児に関する不安や悩

みの傾聴と相談、子育てに関する情報提供となっ

ております。 

  こちらはガイドラインのものになりますが、本

市では、全家庭に保健師や助産師などの専門職が

訪問しており、先ほど述べました事業内容の説明

に加え、乳児の発育発達、栄養面、疾病予防など

の指導、産婦の身体面・精神面の確認や相談指導

を行っているところです。 

  確かに回数は１回となりますが、専門職からの

訪問により、専門的な目線での指導も行っており

ます。また、継続した訪問や電話での声がけが必

要だなという場合については、随時追加して訪問

なども行っている状況であります。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 専門職がきちっと、保

健師、助産師が回っているということで、そこの

点は大丈夫だというふうに思います。 

  あと、米沢市の出産・子育て応援事業の中で、

妊娠７か月頃に全員にアンケート調査となってい

て、妊娠８か月頃の面談を希望者としているのは

なぜなのでしょうか、この点お伺いします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 
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○山口恵美子健康福祉部長 このたび国が示しまし

た伴走型相談支援及び出産・子育て応援給付金の

一体的実施事業の実施要綱におきまして、妊娠８

か月頃の妊婦へのアンケート調査の回収内容によ

り、面談を希望する者、また、妊婦の状況から支

援が必要と市町村が判断する者ということでの面

談となっていることから、本市でも同様の対応と

させていただいているところです。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 国の事業内容を見ます

と、妊娠32週から34週で面談して、夫の育休取得

の推奨、両親学級などの紹介、産後サービス利用

を一緒に検討・提案するというふうになっている

のですけれども、本市は、国で示している内容を

どこで紹介したりお知らせをしたりしているので

しょうか、お伺いします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 国の要綱では、妊娠８

か月頃に面談を実施することとされておりますの

で、本市においても、希望者の方に８か月頃に面

談を行っております。 

  情報提供については前倒しを行っているものも

ありますが、夫の育児休暇取得と両親学級につい

ては、妊娠届出時に資料をお渡しし説明を行って

おります。 

  産前産後サービスの利用については、妊娠７か

月のアンケートと一緒に、出産が近くなったタイ

ミングで、出産までに必要な手続や、妊娠中や産

後の教室、健診、保育サービスなどをまとめたリ

ーフレットを送っているところです。 

  妊娠８か月の面談は、希望者及び妊婦の状況か

ら支援が必要と判断した方となりますが、相談先

として子育て世代包括支援センターがあることは、

妊娠届出以降、何度か送付するリーフレットによ

って紹介し、いつでも相談できる体制を整えてい

るところです。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 私としては、きちんと

面談をして、会って話をするということが一番大

事だと思うのです。資料をお送りした、パンフレ

ットをお送りした、アンケート調査で状況を把握

した、それだけでは何か不十分のような気がしま

すし、その裏に隠れている部分をいかに見つけて

いくのかというのが大事なのだろうと思います。 

  私自身、生活保護のケースワーカーをやってい

たときに、面談して話を聞かないと、相手の目を

見て、身ぶりそぶりを見て、このことは本当なの

かどうなのかということを推察するといったこと

も、支援する上では重要なことだと思っていまし

たし、今回この部分、伴走型相談支援を取り上げ

たのは、ほかでやっているおむつ定期便です。こ

ういったことをずっとやっていくことで、毎月毎

月同じ人になると思うのですが訪ねて、おむつ―

―おむつはどうでもいいと言ったらおかしいので

すけれども、そっちが主ではなくて、育児をして

いるお母さん、お父さんとしっかり面談をして話

をしていく、そのことによっていろいろな情報が

伝わってくる、それをおかしいなと思えばいろい

ろなところにつないでいく、そういった作業がで

きると思うのですけれども、訪問回数が少ないと

思うのですが、そこら辺いかがお感じですか。い

かがでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 議員お述べのとおり、

面談によるお話をお聞きする、直接お話をお聞き

するということは非常に大事なことだと思ってお

ります。 

  出産間際のお母さんは特に、先ほども申し上げ

ましたように、情緒が安定的でない方もいらっし

ゃることは十分承知しているところです。赤ちゃ

ん訪問時において、各戸全部のおうちを回らせて

いただいております。４か月までということで国

の制度はなっておりますけれども、本市において

は、２か月までに約半数以上の世帯を訪問させて

いただいている状況です。 

  こちらは、訪問されるほうの御家庭の御事情も
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ありますので、できるだけ私たちのほうとしては

早い訪問というところを心がけているところです。

その訪問によって、継続的な関わりが必要かどう

かということを見極めながら、私たち、健康課の

ほうでは、保健師の専門性のある目をもって対応

させていただきたい。回数ではないというところ

では、今後、その回数についてはなかなか増やす

ということは難しいかもしれませんけれども、そ

ういう必要とされる方への対応というところで、

職員のほうの育成は行っていく必要があると考え

ております。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） ぜひ訪問回数――保健

師たちが毎月行くというのは、大変なことだとい

うふうに人数的にも思いますし、それを補う人た

ちというのも必要なのではないかと思うのですが、

まず、赤ちゃんに対するおむつを定期便でお届け

する人というのは、子育て経験のある女性支援員

の方なのです。そうしますと、そういった方を養

成して、そういった方に定期的に回っていただく、

そういったことを考えるべきなのではないかと思

うのです。そういった方を養成する、そういった

お考えはいかがでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 本市では、保健師等の

専門職による支援を基本にしております。必要な

方に必要な支援が行き渡るようにということで、

健康福祉部全体で連携を図って対応させていただ

いている部分もございます。 

  関係機関などの協力も仰ぎながら丁寧な関わり

を続け、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支

援を行っていくことが大切であると考えておりま

すので、現段階においては、専門職での対応とい

うところを第一義的に考えさせていただくことか

ら、女性支援員の養成は現在のところ考えていな

いところです。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 多分問題のない家庭で

あっても、その場その場で月数によっても変わる、

子供たちの成長によっても変わってくるのです。 

  実は、私も妻が看護師で、私が子育てした頃は

育児休業を取ると無給という、経済的にも大変な

状況だったものですから、産後休暇明けですぐ仕

事に復帰、あと夜勤もあるので、そういったとき

は私が母乳を解凍して温めて夜中飲ませて、おむ

つ交換してという、そういうふうに変わってくる

わけです。 

  今の時代、もう皆さん全員が１年なり２年なり

の育児休業が取れているかというと、そうではな

い状況もあると思いますし、いろいろな場面で育

児休業を取る、「では、辞めてくださいよ」とい

った企業も見受けられる状況ですから、そういっ

た中で、「２か月で１回訪問しました。その後な

いんです」ではなくて、いろいろな場面が変わる

わけですから、そういったときに、全て保健師た

ち、助産師たちが行ってくださいとは言いません。

こういった経験のあるお母さん方、私もそういっ

た方の助言で、職場でもそういう話をして、「こ

うするといいよ」「ああするといいよ」と先輩か

ら聞いて、パニクっている部分が落ち着いた部分

がありますし、そういった経験からすると、そう

いった方を養成して使っていく――使っていくと

いう言葉は悪いのですけれども、そういった方に

回っていただいて、そういう不安要素を少しでも

減らしていく、そのことが米沢市としての伴走型

の子育て支援だと私は思うのですが、その点はい

かがでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 確かに本市においても、

子育て経験のある方が理想になりますけれども、

母子愛育班として活動もされていらっしゃり、そ

の地区のお子さんたちに関わっていらっしゃる実

績もございます。今後どのような関わり方が必要

となるか、また、そういう方の手助けなどもお借

りしていく必要があるかなども見極めまして、今

後その点に関しましては検討させていただきたい
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と考えております。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） ぜひ、地域で子育てを

するということが大事なのだろうと私は思います。

それぞれのお母さん方、親御さんの考えで、それ

は嫌だよという方もいらっしゃるかと思うのです

けれども、でも、地域の中で今していかないと、

非常に核家族の中で大変なのだろうというふうに

思います。 

  次の、子育て世帯訪問支援臨時特例事業があり

ますけれども、これは問題のあるところの家庭を

訪問支援するということですけれども、本当にそ

こだけでいいのですか。外目には本当に問題がな

いと見えていても、現実に、内実は様々な悩みを

抱え、問題を抱えて孤立しているところがあるの

ではないかなと。そして、外から見て行政が把握

できている部分だけではなくて、地域の中で見る

と、ちょっとどうなのだろうというところがあっ

たり、そういったところをどうやって対応してい

くのでしょうか。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 このたびの子育て世帯

訪問支援臨時特例事業については、国県の補助金

を活用し、国の基準に沿って実施するものとなっ

ております。 

  支援の必要性の高い家庭が支援対象となります。

このことから、まずは本市としても、現在支援し

ている家庭の中から、制度のはざまで、必要な支

援やサービスを受けることのできない家庭を選定

し、実施する方向で考えているところです。 

  しかしながら、議員お述べのとおり、子育てに

関する不安や悩みなどというのは、家庭内での問

題と捉えられる傾向にあり、表面化しにくいのが

現状です。また、家庭内のことを知られることを

恥ずかしいと思い、相談できないというケースも

想定されます。 

  このことから、支援の必要な家庭を早期に発見

するため、令和３年度に設置いたしました「子ど

も家庭支援推進協議会」を活用し、学校教育の専

門家である教育機関をはじめ、福祉や医療の専門

家など、子供たちと接している機関などとの連携

を強化していきたいと考えております。 

  また、引き続き、保育所、認定こども園などへ

の入園していない児童のいる家庭を対象に、未就

園児等支援事業を実施し、アンケート調査や心配

な家庭の訪問を充実させ、適切な支援につなげて

いきたいと考えております。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 未就園児の部分につい

ては以前質問させていただいて、対応していただ

いていることには本当に感謝を申し上げたいと思

います。ただ、なかなか見つけづらい、先ほどか

ら言っていますけれども、定期訪問もなかなかな

い中で、そういう子育て支援、子育て経験豊富な

方にそういったところを定期的に回ってもらうこ

とで、そういった部分が見えてくる可能性は高い

と思うのです。そういったところを米沢市として

も充実していく必要があると思いますし、何回も

同じ話になるので、そこはぜひそういったことを

充実していただきたい。そのことが、米沢市は子

育てするのにいいまちだよとなっていく一歩だと

思いますので、ぜひお願いします。 

  高齢者の部分でいきますと、シューイチ体操倶

楽部はしっかりまた続けていかれる、そのことに

ついては安心をしたというか、そうでないと、な

かなか私たち議会としても、高齢者の通いの場を

つくってくれと以前にも政策提言をさせていただ

いた記憶がございますし、そのことをつくった一

人でもあるので、ぜひそういった場をいかに増や

していくのか、そのことが――実際うちの母親も

今要介護４になりまして車椅子生活をしておりま

すが、週の半分はデイサービス、週の半分はショ

ートステイという状態で、そうなってしまうとな

かなか、介護の程度をいかに止めていくのかだけ

が問題で、これから、今元気に動いている方をい

かにそういった状況に、要介護状態にならないよ
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うにしていく、そのための施策が今米沢市でやら

れている様々な施策だと思いますし、それをきち

んと多くの人に体験していただく、そのことが大

切だと思うのです。 

  なかなか、先ほどの答弁ですと、脳はつらつ教

室、体はつらつ教室、水中足腰しっかり教室など

の利用者が増えているよということだったのです

が、実際令和３年、４年というのは、本当にコロ

ナの真っ最中といいますか、みんな外に出ないで、

人と関わらないでという状況だったと思いますが、

第８期介護保険事業計画の事業が、新型コロナウ

イルスの影響でなかなかできなかったという部分

はどうだったのでしょうか、その点お伺いします。 

○相田克平議長 山口健康福祉部長。 

○山口恵美子健康福祉部長 議員お述べのとおりで

す。令和元年、令和２年と、新型コロナウイルス

の影響によりまして、シューイチ体操倶楽部など

も休むという判断をせざるを得ない状況もござい

ました。様々な教室開催、人を集めての事業につ

いては、なかなかできなかったものと考えており

ます。また、養成講座についても同様になってお

ります。 

  ただ、２類相当から５類になったということで、

今年度からは本格的に様々な教室、様々な講習な

ども含め研修も含め、先ほども申し上げましたけ

れども、推進員など増員を図っていきたいと考え

ているところです。 

○相田克平議長 小久保広信議員。 

○７番（小久保広信議員） 影響があったというこ

とで、そこは人を集めることができなかったとい

うことだと思います。５類移行になったからとい

って新型コロナウイルス感染症がなくなったわけ

ではなくて、私の周りでもなったという報告を聞

いたり、大丈夫だったかと言われたりする状況も

ありますので、ぜひ新型コロナウイルスに対する

対応をしっかりとしながら、ぜひ介護予防推進員

の方とかそういった方をいかに増やしていくのか、

そして、高齢者の方に介護予防教室なりそういっ

た体操教室なりに参加をしていただいて、少しで

も介護状態にならないようにすることが、自分自

身もそうですし、私も12年後に後期高齢者になり

ますけれども、私の先輩、一回り先輩が今度後期

高齢者だということで、前と同じように生活でき

る、そういったことが大切だと思います。ぜひそ

の点を米沢市としても、子育て支援とともに充実

を図っていく必要があると思いますし、そのこと

をお願いして、私からの質問を終わります。 

○相田克平議長 以上で７番小久保広信議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午前１０時５１分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午前１１時０２分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、米沢市における空き家対策の拡充につい

て外２点、８番影澤政夫議員。 

  〔８番影澤政夫議員登壇〕（拍手） 

○８番（影澤政夫議員） おはようございます。 

  市民平和クラブ影澤でございます。 

  本日もお忙しい中、議会傍聴にいらしていただ

いている市民の皆さん、心から感謝申し上げます。

ありがとうございました。 

  さて、改選後初の一般質問となります。初心に

返り、精いっぱい努めさせていただきますので、

今後ともよろしくお願い申し上げます。 

  それでは、早速質問に入らせていただきます。 

  今回は、大項目３点の質問とさせていただいて

おります。 

  まず、大項目の１、米沢市における空き家対策

の拡充について。 

  私は、本市の空き家・空き地対策についての取

組を日頃から高く評価しております。その立場で、
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現行のサービス・制度設計に加え、さらにサービ

スの向上を目指すため、新たな制度設計の提案も

含め質問させていただきます。 

  また、その内容の主眼とするところは、本市空

き家利活用の一環として、特に移住者がより定住

しやすい環境を整えるための地域交流対策や、課

題解決についても取り上げさせていただきました

ので、あらかじめ御承知おきいただきたいと存じ

ます。 

  小項目１、空家等対策協議会と連携した対策の

充実についてお尋ねいたします。 

  私は、地方移住者が定住する環境整備の一つと

して、地域のコミュニティーに融和しやすくする、

そんな取組が重要だと考えております。 

  具体的には、地域住民や伝統行事・お祭りなど、

それに積極的に関わりを持っていただく、地域に

なじんで生活していただくことなどが大切である

と思うのです。 

  このことは、地域住民とのコミュニケーション

不足が続き、従来の住民と新移住者の間に不信感

が生じ、最悪の場合、いさかいに発展するなどの

事象も散見されるに至っております。事実、私自

身も御相談をいただいたこともございます。 

  まず、この点について、行政側として一定の主

導性と融和促進の制度設計が必要であると考えま

すが、特に空家等対策協議会の関与の可能性や充

実策など、現状での当局の御見識と具体的な取組

についてお伺いいたします。 

  続いて、小項目の２、空き家発生予防策の対策

方針と運営視点についてお伺いいたします。 

  空き家・空き地となる前の予防策として、市内

持家者の高齢化率からしても、より細やかな対応

施策が必要な時期になっているのではないでしょ

うか。 

  例えば、持家の処分などをお考えのオーナー様

の意向を確認しながら、戸建てから市営住宅など

への転居支援制度の確立や、元の居宅を移住者や

子育て世代などに賃貸する制度設計などはいかが

でしょうか。 

  月々安価な賃貸料で設定し、10年で権利移譲な

ども含めた対応も可能となる制度。これは、空き

家対策先進地においては既に試みられていること

でございます。本市としてもサポートできる制度

を整備すべきと考えますが、当局の御見解をお聞

かせください。 

  次に、小項目の３、空き家をリノベーションし、

地方移住者に提供する支援プログラムの創設につ

いてお伺いいたします。 

  小項目２でも新たな可能性について御提案させ

ていただきましたけれども、さらに進めて、空き

家・空き地資源を本市が買い取り、リノベーショ

ンして移住者などに提供していく、有償制度設計

についても対応が可能ではないでしょうか。この

点についても、当局の御見解についてお伺いいた

します。 

  次に、大項目の２、今後の野生鳥獣被害対策に

ついての質問でございます。 

  本件については、これまでも様々な対策が講じ

られてきましたが、農林水産省によれば、野生鳥

獣による農林水産業などへの被害は近年増加傾向

にあり、その被害額も年々増加しているとされて

います。 

  本市においても、猿だけではなく、熊、ニホン

ジカ、イノシシなどの個体数も増加し、人的被害

も含め多くなってきているとの実感があります。

担当される本市職員の皆様の業容もかなり大きく

なり、御苦労されていることと存じますけれども、

大変恐縮ですが、もっと頑張っていただくための

体制についての質問となります。 

  小項目の１、専門的な知見を有する職員の育成

と配置についてお尋ねいたします。 

  当局では、日頃から担当職員の育成に取り組ま

れていると存じますけれども、国・環境省でも、

専門的な知見を有する職員が、都道府県などの行

政機関に配置されることが重要であるとしており

ます。 
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  加えて、市町村では、鳥獣被害防止特措法に基

づき、本市においても鳥獣被害対策実施隊などを

設置し、専門要員の配置が進められてきました。

しかし、それらを主導する当局職員の育成期間は

長期にわたり、先進的な技術習得となるとさらに

ハードルが高くなってしまっているのではないで

しょうか。 

  また、それらスキルそのものの継承についても、

計画的に行っていかなければならない課題である

と認識しております。 

  まず、本市におけるそれら専門職員の育成・配

置について具体的にお伺いし、その必要性につい

て確認・共有したいと存じます。 

  続いて、小項目の２、本市で野生鳥獣被害対策

専門の部署を設けることについて質問いたします。 

  小項目の１に付随して私が思うことは、当局で

の被害対策の策定や防除施策の持続性を保つ上で、

専門部署を設置することが最良の手法だと考えて

おります。 

  専門部署（担当課）が整備されれば、野生鳥獣

被害情報の収集、データの集積・分析などを日常

的に行うことで、より正確な情報や対策を市民と

共有することができます。その上で、ケース・バ

イ・ケースで地域住民と共に、的確な立案・実施

要請なども含めできるようになり、将来的にも効

果的な対策を継続して行えるようになると考えま

すが、いかがでしょうか。 

  また、財源などについては、鳥獣被害防止総合

対策交付金などの利用の可能性についても併せて

お尋ねいたします。 

  次に、小項目の３、近隣市町村との広域的な取

組の展望について質問させていただきます。 

  今お話ししたように、専門部署の整備が整えば、

庁内各部門との連携強化はもとより、さらに細や

かで重層的に、住民の安心・安全に資するサービ

スが可能となることは大いに期待できます。 

  また、近隣市町村との連携や広域的な対策にも

主体性を持って対応しやすくなるものと考えます。

当局の御見識をお伺いし、大項目の３、米沢市学

校給食共同調理場基本構想・基本計画についての

質問に移ります。 

  本定例会において、ＰＦＩ方式の後年度負担分

の事業費用についても、補正予算案に明確に登載

されております。しかし、私はこの計画の遂行に

ついては、以前から一貫して苦言を呈してまいり

ました。 

  今回も、前回質問同様、建設予定地の災害リス

クとその捉え方、今後の対応について再度質問さ

せていただきます。 

  まず、小項目の１、米沢市防災マップ等の災害

リスクの考え方と活用についてお聞きします。 

  私は、ハザードマップは、地震と同様に、建造

物の設計や強度を検討する根拠・指針として扱う

ことができるものなのかどうか、少し戸惑ってお

ります。その点について、まず当局の御見識をお

聞かせください。 

  また、ハザードマップを提供している当局自体

が、公共物を新たに建設する予定地そのものが、

洪水リスクがあるとする場所を適地と判断するこ

との合理性についてもお尋ねしたいと存じます。 

  その上で、小項目の２、災害リスクがある浸水

想定区域に公共物を建設することの是非について

お尋ねします。 

  私は、長期間にわたるＰＦＩ方式での契約を考

える場合、浸水被害が起こり得る確率がさらに高

くなると考えるものです。長期間にわたり、この

ような水害リスクがある場所で、しかもＰＦＩ方

式で学校給食共同調理場施設を建設・運営する計

画は無理があるのではないでしょうか、当局の御

見解を再度お伺いいたします。 

  最後に、小項目の３、ＰＦＩ方式での災害リス

クの捉え方についてお伺いいたします。 

  施設そのものが、洪水等で業務が一定程度運行

できなくなる事態や、施設外の通路などが冠水し

て運搬業務ができなくなる場合、学校給食は停止

してしまう可能性があります。この場合のリスク
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分担は契約内容によって異なることかもしれませ

んが、契約書に明文化されるべきものと考えます。 

  また、要求水準書などの仕様書にも同様に、リ

スク回避についての条件記載が必要と考えますが、

現状どのように対応されているのかお聞かせくだ

さい。 

  以上、演壇からの質問を終わります。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

  〔遠藤直樹企画調整部長登壇〕 

○遠藤直樹企画調整部長 私からは、１の（１）空

家等対策協議会と連携した対策の充実について、

移住者と移住先の地域との理解の醸成の観点から

お答えいたします。 

  今年度から、移住の相談に対してきめ細かに対

応するため、移住担当の地域おこし協力隊員に加

え、移住相談専属の移住コーディネーターを新た

に配置し、移住を検討されている方の様々な悩み

に対応できるよう、移住相談窓口機能を強化して

おります。 

  移住相談の過程におきましては、移住前から本

市での暮らしをイメージしていただけるよう、本

市に既に移住し、里山暮らしを楽しんでいる方や

農業を営んでいる方、カフェを開業している方な

どの御協力をいただきながら、移住希望者の疑問

や相談にできる限り応え、安心して移住を決めて

いただけるような取組を進めているところであり

ます。 

  移住を検討する段階において、住もうとしてい

る地域のコミュニティーに不安を抱えている場合

や地域のルールを知りたい場合などには、その地

域の関係者の方と直接、間接的にお話しする機会

などを設け、移住した後に、移住者と地域住民と

の間でトラブルが起こらないように努めていきた

いと考えております。 

  なお、これらの対応の中で住まいに関する情報

などについては、取組の参考にしてもらうため、

空家等対策協議会と情報共有していきたいと考え

ております。 

  私からは以上であります。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

  〔吉田晋平建設部長登壇〕 

○吉田晋平建設部長 私からは、１の米沢市におけ

る空き家対策の拡充についてのうち、（２）空き

家発生予防策の対策方針と運営視点についてと、

（３）の空き家をリノベーションし、地方移住者

に提供する支援プログラムの創設についてお答え

いたします。 

  初めに、（２）空き家発生予防策の対策方針と

運営視点についてでありますが、空き家対策にお

きましては、さきの遠藤隆一議員の一般質問にお

答えしたとおり、空き家対策を総合的かつ計画的

に進めるため、平成30年３月に策定した「米沢市

空家等対策計画」の中間見直しを行い、今月初め

に公表を行ったところであります。 

  これまで当該計画に基づき、発生予防、適正管

理、利活用対策、管理不全空き家対策の４つの柱

を大きな方針として、本格的に取組を行ってまい

りましたが、適正な管理及び管理不全空き家対策

の部分では、法や条例に基づく指導に加え除却の

補助制度、利活用対策では利活用補助金や空き

家・空き地バンクの運営により、一定の成果とノ

ウハウを蓄積できたものと考えております。 

  このような中、空き家予備軍に対する発生予防

に関しては、昨年度から実施した家の終活セミナ

ーやケアマネジャーなどへの説明会など様々な啓

発活動を推進しているところであり、今後も重点

的に取り組むべき課題であると認識しております。 

  なお、こうした市の空き家に関する取組につき

ましては、施策の検討及び実施の検証をはじめ、

対策計画に基づく措置などについて、客観性や公

平性、そして専門的な立場から御意見をいただく

ため、米沢市空家等対策協議会を設置しておりま

す。 

  協議会は、民生委員などの地域組織の代表者の

方、法務関係、不動産業、建設業、金融業など、

専門団体からの方々で組織をされております。 
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  御提案をいただきました空き家となってしまう

前、いわゆる空き家予備軍に対する住み替えの推

進に関してですが、現在運営している空き家・空

き地バンクにおきましては、売主が居住しながら、

買主である新たな居住者が決まり次第退去すると

いうケースにおいても物件登録が可能としており、

住み替えに対応できるようになっております。 

  これまで、このような案件が事例として１件ご

ざいましたが、空き家・空き地バンクにおいて、

住み替えにも対応できるといった積極的なＰＲは

不足していた面がございます。 

  今後は、市の福祉部門、民間の不動産業界及び

金融業界などとも連携を図り、将来的に住み替え

を考えている空き家予備軍の方々に対し、民間の

不動産流通の中での住み替え及び空き家・空き地

バンクの活用について周知・啓発を図ることで、

空き家発生予防の取組を進めてまいりたいと考え

ております。 

  次に、（３）空き家をリノべーションし、地方

移住者に提供する支援プログラムの創設について

お答えいたします。 

  市内の空き家の利活用につきましては、民間事

業者において空き家を買い取り、イノベーション

し再販する事業を積極的に行っていただいている

ところであり、市内の相当数の空き家が利活用さ

れている状況であります。 

  このように民間ベースで事業化されていること

から、市が自ら空き家を取得し移住者などに提供

する場合は、市と民間の役割を整理した上で、場

所や規模、需要性などの様々なニーズを把握し、

整備し供給していくことが求められておりますが、

現時点におきましては課題も多く、その具体的な

方向性については定まっておらないところであり

ますが、引き続き検討してまいりたいと考えてお

ります。 

  なお、移住者に対しましては、空き家改修補助

金制度において補助額及び補助率を優遇しており、

その周知を積極的に行うとともに、民間事業者と

の連携を図りながら、安価に魅力ある住居を取得

できる手段などについて情報発信を行ってまいり

たいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、２番、今後の野生

鳥獣被害対策についてお答えいたします。 

  初めに、（１）の専門的な知見を有する職員の

育成と配置についてですが、近年、本市におきま

しては、ニホンザルやイノシシ、ツキノワグマに

加え、特にニホンジカの捕獲頭数が増えつつあり

ます。 

  このように、一部の鳥獣の生息数の増加や生息

域の拡大などから、生態系などへの被害も深刻化

しており、鳥獣対策のための広域的、地域的、そ

れぞれの観点から関係機関の合意形成を図りつつ、

科学的知見に基づいた計画的な管理を推進するこ

とが望まれております。 

  このような中、本市における有害鳥獣の担当職

員は、専門職の採用は行っていないことから、一

般行政職員などがその担当職員となり、鳥獣行政

や野生生物行政、鳥獣の保護や管理に関する計画

の策定などに携わり、経験を積んでいくことにな

ります。 

  具体的には、まず、担当者になりますと前任者

からの引継ぎを受けるとともに、各地区の有害鳥

獣対策連絡協議会や鳥獣被害対策実施隊の方々と、

被害の状況や有害鳥獣の出没状況について、現場

での確認の回数を重ねながら知識を習得していく

ことになります。 

  また、それら被害に対する対応策につきまして

も、状況に応じて有害鳥獣対策の専門家や猟友会

の方々と協議を行いながら、最善の方法が取れる

よう経験値を高めていきます。 

  次いで、電気柵による防除については、有効な

設置方法を専門家や電気柵メーカーのアドバイス

を受けながら、知識や技術を習得していくことに
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なります。 

  次に、職員の配置数につきましては、有害鳥獣

担当が２名で、その内訳として、主担当者１名、

他業務併任での広域・個人用電気柵担当が１名と、

決して人数は多くありませんが、課内の職員にも

場面に応じて支援をしてもらいながら対応してい

るところです。 

  今後とも、担当職員の資質向上に努め、実施隊

や猟友会、地区協議会、その他関係機関と連携し、

取り組んでまいります。 

  次に、（２）の本市で野生鳥獣被害対策専門の

部署を設けることについてのうち、専門部署の財

源として鳥獣被害防止総合対策交付金を活用でき

ないかについてでありますが、この鳥獣被害防止

総合対策交付金につきましては、生息状況調査、

捕獲活動、防除活動、緩衝帯整備などの活動が対

象となるものであり、本市では、市の有害鳥獣対

策連絡協議会の運営活動費として活用しておりま

す。このため、交付金を直接市職員の人件費など

の財源とすることについてはできないことになっ

ているところです。 

  続きまして、（３）の近隣市町村との広域的な

取組についてですが、有害鳥獣は、行政区域を越

えて活動することから、議員の御意見にありまし

たとおり、近隣市町と連携して広域的な対策に取

り組むことが、より効果的な場面も多いと考えら

れます。 

  このため、山形県では、現段階においてイノシ

シのみに限定しておりますが、山形県イノシシ管

理計画を策定し、状況に応じて広域的な捕獲活動

を行うこととしております。 

  また、置賜広域行政事務組合では、捕獲したイ

ノシシを処分するための焼却施設を、３市５町の

共同設置により整備できないか検討しているとこ

ろであり、現時点でイノシシの捕獲頭数が落ち着

きを見せていることから、各市町における状況を

注視し、今後判断することとしております。 

  一方で、各市町の猟友会には、地域に根差した

自分の猟場に責任を持つという考え、いわゆる縄

張的な考えもお持ちであることから、広域的な捕

獲体制が十分取れていないことも事実であります。 

  猟友会の会員の方々の高齢化の傾向もございま

すので、今後、御指摘の広域的な捕獲体制につい

ても十分検討していかなければならないと考えて

おります。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

  〔神保朋之総務部長登壇〕 

○神保朋之総務部長 私からは、２、今後の野生鳥

獣被害対策についてのうち、本市で野生鳥獣被害

対策専門の部署を設けることについて、について

お答えいたします。 

  本市では、きめ細やかな業務対応を図るため、

令和３年度から農政課と森林農村整備課に組織を

分割し、森林農村整備課が有害鳥獣被害対策を担

っております。 

  また、有害鳥獣被害対策に関する業務は、有害

鳥獣に関する相談窓口の役割をはじめ、鳥獣の保

護や管理、農作物の被害防止、人的被害防止など

多岐にわたるため、庁内の関係課及び関係団体と

も情報共有や連携を図りながら、業務に努めてい

ると認識しておりますので、今のところ新たな組

織の設置は考えておりませんが、それぞれの役割

を持つ課や関係団体が一体となって、より効果的

な有害鳥獣被害対策を講じられる体制づくりにつ

いては、議員の御提案も踏まえ、先進事例なども

参考にしながら検討を進めてまいりたいと考えて

おります。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

  〔佐藤明彦市民環境部長登壇〕 

○佐藤明彦市民環境部長 私からは、３の米沢市学

校給食共同調理場基本構想・基本計画についての

うち、（１）の米沢市防災マップ等の災害リスク

の考え方と活用についてお答えさせていただきま

す。 

  本市が作成しておりますマップにつきましては、
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平成27年の水防法改正により、国、都道府県は、

同法の規定により指定した河川について、想定し

得る最大規模の降雨に対応した浸水想定を実施し

公表を行い、市町村はこれらを受けて浸水想定区

域、避難方法等を住民等に周知するため、ハザー

ドマップを作成するとしたものでございます。 

  本市では、国管理の最上川、県管理の最上川（松

川）、羽黒川、堀立川、天王川、鬼面川、誕生川

について、最大規模の浸水想定が示されたことか

ら、それら河川の浸水想定区域、土砂災害警戒区

域、防災情報を記載した米沢市防災マップを作成

し、令和２年４月に全戸配布を行いました。 

  その防災マップの活用方法といたしましては、

土砂災害警戒区域や浸水が想定される区域と深さ

に加え、家屋倒壊をもたらすような氾濫の発生が

想定される区域を示した氾濫流や河岸侵食の想定

区域も表記されており、これらの情報により、自

助である自分の身は自分で守るため、居住してい

る場所の想定される被害を把握することのほか、

市による避難指示等の適切な発令により、住民な

どの主体的な避難行動の取組へ進むことが期待を

されているものでございます。 

  私からは以上でございます。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、３、米沢市学校給食

共同調理場基本構想・基本計画についてのうち、

（２）以降の項目についてお答えいたします。 

  初めに、（２）災害リスクがあるとする浸水想

定区域に公共物を建設することの是非についての

御質問にお答えいたします。 

  以前に答弁しておりますけれども、学校給食共

同調理場の建設予定地については、おおむね5,000

平方メートルの市有地で、建設可能な用途地域で

あることを条件に３つの候補地を選定し、米沢市

学校給食共同調理場基本構想・基本計画の策定支

援を委託した業者の協力を受けながら、11項目の

比較検討を行い、その結果について、公共施設等

総合管理庁内検討委員会に諮った上で、比較検討

項目における懸念事項が少なく、建設予定地とし

て妥当性が最も高いと判断できる第六中学校のグ

ラウンドとしたところです。 

  第六中学校のグラウンドについては、0.5メート

ル未満の浸水想定区域でありますが、一般的な共

同調理場の床面の高さは、配送車両からの荷受け

を考慮し、地盤面より１メートル程度高くなるこ

とから、施設が浸水するおそれはないと判断して

おります。 

  また、洪水時における共同調理場の排水被害等

については、合併処理浄化槽のマンホールの位置

を浸水想定深より上部になるよう設置したり、浄

化槽の排水管に逆流防止弁を設置したりするなど

の対策が可能と考えられますが、どのように対策

するかについては、建物の設計段階で具体的に検

討していくものと考えております。 

  なお、当該建設予定地においては、河川浸水被

害対策による法令の規制等を受ける地域ではなく、

浸水想定区域であっても、国・県が示すハザード

マップによる災害リスクを確認し、公共施設の設

置に当たり必要な対策を講じた上で施設を建設す

ることについては、問題はないものと考えており

ます。 

  次に、（３）ＰＦＩ方式（ＢＴＯ）における災

害リスクの捉え方についての御質問にお答えいた

します。 

  洪水等により、施設が浸水し調理ができなかっ

た場合、または、道路が冠水し給食の搬出入がで

きない場合についてのリスク分担の在り方ですが、

通常必要と認められる注意や予防方法を尽くして

も、なお防止できないものであったかどうかが判

断基準になると考えられます。 

  例えば、ハザードマップ等において、0.5メート

ル未満の浸水想定区域であることが事前に確認で

きるにもかかわらず、建設時に浸水対策を怠り、

同程度の浸水により施設内が浸水し、調理場が汚

染され、給食を提供することができなくなった場
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合については、選定事業者が施設の復旧に係る費

用負担や事業費の減額措置などの責任を負うこと

となると考えております。 

  しかしながら、想定し得ない規模の洪水等、異

常な自然現象については、発注者である市及び選

定事業者のいずれの責めにも帰し難い不可抗力事

由であることから、こうしたリスク分担は、一般

的には所有者が負うものであり、市が費用等の負

担をするものと考えているところですが、詳細な

リスク分担については、契約書を作成する段階で

明確にしてまいります。 

  また、急な洪水となった場合の避難計画につい

ては、学校長や選定事業者がそれぞれの責任にお

いて避難計画を策定し、適切に対応するものと考

えているところです。 

  共同調理場は、学校施設と明確に区分され、県

道237号線からの出入りとなりますので、（仮称）

統合小学校児童の避難動線と、事業者の避難動線

が交錯することはないと考えております。 

  なお、当該事業を進めるに当たっては、最低限

達成すべき業務内容を定めた要求水準書を示し、

予定価格を公表した上で入札を行うもので、契約

額には設計、建設費とともに、建物の引渡しが完

了した後の15年間の運営費を含んでおり、事業者

が策定した減災計画等を要因にして、予定価格を

超えた契約額となったり、後年度に契約額が増加

したりすることはありません。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 大変御丁寧な御答弁あり

がとうございました。 

  順を追って、項目ごとに２回目の質問をさせて

いただきたいのですけれども、空き家対策上で、

私も最初に申しましたとおりお考えいただきたか

ったことは、要するに、地域住民、先に住んでい

らっしゃる方と、それから新しく来られた方の、

とりわけ移住者の方々とのいさかいという点につ

いて、何とかうまく対応できないか。 

  全てがそういう問題だというわけではないので

すけれども、例えば私が御相談いただいた例とい

うのは、お話を聞いていくと、いわゆる新たに空

き家を買われているオーナー様と、そこに住まわ

れている方が、そのオーナーの会社の従業員であ

ったり、あるいは、そこを飯場的に利用するとい

ったことも含めて、直接顔の見えないオーナー様

と言っては失礼かもしれませんけれども、そうい

ったトラブルなのです。なので、入っていらっし

ゃる方が結局ぞんざいな住居の扱いをしたり、そ

れから、ごみを出す日あるいは分別についても無

頓着であったりということがあって、例えば御注

意申し上げても、「いや俺ちょっと分かりません」

ということで言われるので困るというお話だった

のです。 

  なので、自治体としても、確かに不動産屋を介

してということも含めて、問題は多いかもしれま

せん、課題も多いかもしれませんけれども、一定

程度そういった住民との融和策についての指導と、

それから、例えば重要事項説明書などにそういっ

たことを明記していけば、もう少しは改善される

のではないかという思いなので、その辺のところ

いかがでしょうか。 

○相田克平議長 遠藤企画調整部長。 

○遠藤直樹企画調整部長 先に私のほうから、コミ

ュニティーに関しての相談事のような部分に関し

て御答弁させていただきますと、町内会等の運営

で、様々地域コミュニティーに関わるような困り

事というのは確かにあるのだろうと思っておりま

すので、どこに相談していいのか分からないとい

う場合がありましたらば、昨年度新設されました

コミュニティ推進課のほうに御相談いただきたい

と思っております。 

  なお、町内会の運営に関しましては、そこに住

む人々の自治意識、あと共に助け合うというふう

な共助の力というところでありますので、全ての

相談を行政が解決できるかというと、なかなかそ

うはいかない部分もあるかと思いますけれども、
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内容によっては関係機関と連携してアドバイスで

きるというケースもあると思いますので、課題を

共有させていただきたいと思っております。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 重要事項等の説明に関するこ

とについて、私のほうからお答えさせていただき

たいと思います。 

  空家等対策協議会の構成メンバーとして、不動

産業の代表者の方も含まれておりますので、重要

事項説明等に町内会への参加であったり、ごみ出

しルールなどのコミュニティーに関することを積

極的に登載し、説明してもらうなどの協力をいた

だけないかというところについては、私のほうか

ら相談してみたいと考えております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） ぜひその辺のところはよ

ろしくお願いいたします。 

  先ほどのお話ですけれども、いわゆる空家等対

策協議会ということについて、そこまで求めるの

かと言われるとちょっと私も足踏みするところは

あるのですけれども、空家等対策協議会の中に、

例えば地区代表であるとか地区づくり代表である

とか、町内会長とまでは申しませんけれども、そ

ういった方々も、情報を共有する上で対応できる

ような体制ということについてはいかがですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 先ほども空家等対策協議会の

件につきましては壇上でもお答えさせていただき

ましたが、施策の検討であったり実施の検証、さ

らには対策計画に基づく措置などについて、客観

性であったり公平性、専門的な立場から御意見を

いただくために設けているものでありまして、実

行部隊というものではございませんが、先ほど議

員から御指摘のあったとおり、地域の代表の方も

入っておりますので、そういった問題があるとい

うことであれば、そういった内容についても御相

談を差し上げながら、空き家対策がよくなるよう

に努めてまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） ぜひ、そういった情報を

共有していくという意味でも、強化・充実してい

ただきたいとお願い申し上げます。 

  あと、空き家のリノベーションで市が買い取る

というお話をさせていただきましたけれども、確

かに民間でそういう動きがあるから民業の圧迫と

いうわけではないでしょうけれども、それはそち

らに任せるということもあるのですけれども、要

は用途別と申しますか、市なら市、自治体なら自

治体で考えることがあるのではないかと思うので

す。例えば、観光や福祉に供するものであったり、

一般的な販売ではなくて、そういった意味での目

的別いわゆる空き家対策ということも必要なので

はないかなと。 

  様々、今、資金の調達については、いわゆるガ

バメントクラウドファンディングということも含

めて対応していけることを、民間のみならず、目

的別の中で当局としても対応していくというのは

どうかなというものなのですけれども、その辺の

ところはいかがですか。 

○相田克平議長 吉田建設部長。 

○吉田晋平建設部長 空き家対策を充実していく上

では、財源を確保するという観点も重要でござい

ますので、提案をいただきました財源を確保する

方法などについても、様々これから研究をしてま

いりたいと考えております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） とにかくその対策につい

ては、いろいろな角度から、いろいろな視点で物

を見ながら対応していく、民間との協力も必要だ

と思いますけれども、やはり一定程度アイデアを

出していくということも必要だと、当局の方々も

必要だと思いますので、ぜひその辺のところ今後

よろしく対応をお願いいたします。 

  次の質問でありますけれども、言わば、新たな

鳥獣被害対策課をつくってほしいということの私

の願いではありますけれども、おっしゃるように、
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非常に今、体制的にも間に合っているのではない

かとは言わないまでも、いろいろな体制のために

やっていると、今後の研究課題であるとおっしゃ

られました。それは、当局として努力していただ

くということは当然お願いしたいところなのです

けれども、ただ、私ども被害を受ける側というこ

とになりますと、先ほど引継ぎして云々かんぬん

という話が当然ございました。担当が替わるたび

にです。そうすると、被害を受けている側、相談

をしている側の住民が、また替わってしまったと

いうことになってしまうと、一体あのときお話し

した話はどうなるのというところの心配が出てく

るのです。 

  だから、そこを継続的に対応するためには、一

つの担当課ということも含めてあったほうが、こ

れは市民サービス上も非常にいいことではないか

と思うのですけれども、その辺の引継ぎは本当に

うまくいっているのでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 これは森林農村整備課、有害

鳥獣の業務だけにとどまらず、庁内のあらゆる部

署についてはしっかりと引継ぎをして、そのほか

の課の支援体制もしっかり取りながら、市民の皆

さんの利便性、サービスの提供にしっかりと資し

ていきたいと頑張っているところです。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 先進地といいますか、大

都会周辺のそういう被害対策地域においては、例

えばの話なのですけれども、耕作放棄地だったり

そういったところを、計画性を持って森林に変え

て、野生動物がそこからあまり出てこないような、

いわゆるバッファーゾーン的な対応も含めて、植

林したりということも対応していることを考える

と、先ほど演壇でも申し上げましたとおり、広域

的な対応も含めて、米沢市にそういう鳥獣被害対

策課があるということで、結構対応が可能になる

のかと私は思うのです。 

  どうしても各課にまたがる、そして各課と連携

しているとはおっしゃいますけれども、受益者側

からすると、そういったことというのはなかなか

見えない、あそこに行けばこうなのだ、あの方に

お願いすればきっと実現してくれるという信頼関

係を生む、それから、そういった総合的に各課を

またぐような施策をやるときに、主導してくれる

担当ということがぜひ必要だと思うので、今後こ

の研究については、もっともっとひとつ力を入れ

ていただきたいと思うのですけれども、どうでし

ょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 まず、環境整備、バッファー

ゾーン、いわゆる緩衝地帯の整備ですけれども、

有害鳥獣の対策として環境整備、捕獲、あとは防

除と、そういうふうな３つをバランスよく組み合

わせることが大事ですので、御意見のとおり環境

整備については非常に大事な視点だと思っており

ます。 

  一方、職員関係ですが、鳥獣関係になりますと、

鳥獣被害防止は農水省の事業になりますし、一般

的な鳥獣保護管理になりますと環境省になるとい

う、管轄もそれぞれまたがっているというところ

もあります。このため、市の有害鳥獣対策連絡協

議会におきましては、事務局は森林農村整備課で

すけれども、環境生活課であったり農政課、ある

いは農業委員会事務局も庁内に入っておりますの

で、そこをしっかりと調整するのが森林農村整備

課、そのように考えておりますので、うまく対策

ができるようにしっかり調整をしていきたいと思

っております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） まず、うまく本当に回る

ということと、市民目線で、みんなが安心できる

という体制を今後も求めていきたいし、当局とし

ても研究していただきたいと思います。 

  それでは、最後の大項目の部分でお話ししたい

と思います。 

  昨日来、雨が降りまして、私ハザードマップ上
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の土砂崩れ危険地域というところに住んでおりま

す。はらはらどきどきです。これ以上、雨降らな

いでほしいな。線状降水帯とかスーパーエルニー

ニョとかの話を聞けば、まさに冷や冷やどきどき

なのです。 

  教育長答弁では、前回、公共施設等総合管理庁

内検討委員会、ここで合意を得たと答弁されたと

私記憶しております。その時々の会議録などを拝

見しますと、中には、当該地0.5メートルだが、周

辺部は0.5から３メートルとちゃんと見ている方

もいらっしゃったようですけれども、しかし、こ

の種、建物の一般的特性をちゃんと見ているとい

うところもあるのですけれども、決定とか合意と

いう記述は見当たりませんでした。庁議録の中で

は。これは全会一致ということではなくて――確

認ですが――部内で再度検討、つまり宿題を出さ

れていたということではなかったのかなと思いま

すけれども、いかがですか。その場で決定されて

いたのですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 全庁的な方針として決定

されたと捉えているところであります。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 先ほども教育長が述べら

れましたけれども、一般的な床面の高さというこ

とでお述べになってございます。私から言わせる

と、それって積極的な防災対策ではなくて、例え

ば、この種、共同調理場の運搬業務の特性からし

て、トラックの高さということの対応だと思うの

です。つまり、１メートルという一般的な床面の

高さというのは、防災対策を取らないと言ってい

ることと同じではないですか、違いますか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 共同調理場施設整備にお

ける基本計画の中では、当該敷地の立地条件、そ

れから具体的な課題条件を整備して、対応策の検

討や事業概要等を示すことで、具体的な設計の指

針となるものであります。 

  一般的というのは繰り返してしまいますけれど

も、共同調理場の床面の高さ、これが配送車両か

らの入庫を考慮した場合、１メートルほどと考え

られることから判断したところでございまして、

床高の決定も含めて、建築物の設計については事

業者提案によることとしております。想定浸水深

に対する性能要求水準書により示すことで、ハザ

ードマップにあります0.5メートル未満とする浸

水への対応は十分可能であると考えています。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） ちょっと聞き方を変えさ

せていただきますと、その意味で、今、要求水準

書（案）ということについて出されましたけれど

も、安全性に関する基本的要件という項目がござ

います。その中では、アからオまで対応されてい

るわけなのですけれども、ウの耐火災、耐浸水、

耐風、耐雪、耐寒、耐落雷、これについての部分

で、あえて官庁施設の基本的性能基準に準拠する

ようにと書いてあります。この意図するところは

何ですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 安全性、特に建物施設の

耐性についてに関しましては、より重要であると

いう考えから、詳しくその基準を示して、その水

準を記したところでございます。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 官庁施設の基本的性能基

準はかなり厳しいものがございまして、もちろん

今回の要求水準書の中には、例えば、かなり厳し

くそれに準拠するような項目、Ｂ類とかそういっ

たことも含めて的確に表現されているところもご

ざいます。 

  ただ、このウの項目については、この基準に準

拠して必要な性能を確保するという表現のみにな

っているということですけれども、要求水準書と

いうのはこれ以上ではないはずです。これ以下で

もないはずなので、これで事業者にお願いするも

のになるはずなのですけれども、そういった意味
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からすると、もう少し明確に書かなければならな

い問題ではないですか。基本的性能基準はかなり

厳しく書いてありますよ、あれ。それは見なさい

よと。ほかの項目はそこに具体的に書いてあると。

この違いというのは一体何でしょう。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 共同調理場の施設がどの

分類になるかというところ、それを具体的に指示

する必要があるものについては明確に指示をして

いるところであります。 

  例えば、御質問にありました官庁施設の基本的

性能の項目において、景観性等もありますけれど

も、本施設の計画地が都市計画区域外でありまし

たり、あるいは景観形成重点地区にもなっていな

いことから、官庁施設の基本的性能基準の施設の

分類がどの分類になるのかとか、基準に記載され

た説明によって容易に判断できるところについて

は、具体的な基準については記載していない。 

  このように指示がないものについては、指示が

不要なものでありましたり、指示がなくても判断

できるものということで具体的に表記はしていな

いということであります。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） なるほど。であれば、そ

の中身というのは具体的に、今、森谷教育管理部

長の御答弁からすれば、事業者側が具体的にもう

常識的に分かるだろうという捉え方だとすると、

事業者側はその考え方になるわけなのですけれど

も、ここは明らかに浸水想定区域であると。0.5

メートル、あるいは場所によっては0.5メートルか

ら３メートル、こういう土地なのだからというこ

とで事業者が勝手に判断しませんか。ばらばらに

なりませんか。0.5メートルでいいものを、例えば

３メートル基準にする。これ明確にすべきところ

ではないかと思うのですけれども、いかがでしょ

うか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 今後、入札公告等があり

まして、事業者と協議をする中ということになる

かもしれませんけれども、具体的にそこがどのよ

うな災害リスクがあるかという点に関しましては、

当然ながら設計段階において、事業者のほうで的

確に把握をしながら進めると考えておりますので、

通常、要求水準書に関しましては、具体的な浸水

想定深等については記載していないのではないか

なと考えております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 記載していないのではな

いかなと考えておりますというのも、ちょっと無

責任な話だと思いますけれども、それって、だか

ら、ＰＦＩということについては民間の活力とか

様々なそういう民間の考え方、こういったことも

含めて公共施設に応用していく、あるいは資金調

達についても明確に、財政負担も少なくて済むよ

うなことを求めているわけでしょう。 

  ただ、こういう基準というのは求めていいもの

と、相手の提案を待つものは違うと思うのです。

明らかにここは浸水想定区域なのです。学校給食

が止まらないような、そういう対策を明確に指示

すべきだと思いますけれども、それは事業者側の

一般的な考え方を待つのだという御答弁でよろし

いですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 基準については、要求水

準書には設けております。具体的な数字は入れて

おりませんけれども、それに従って事業者のほう

は提案をしてまいります。 

  これに関しましては、先ほど議員のほうからも

お話がありましたように、50センチメートル未満

であれば、床の高さが１メートルなのでそれでい

いのではないかということだけではなくて、当然

ながら床の高さをもっと上げるとかいった、より

積極的な提案も期待できるものと考えております

ので、このまま要求水準書については御提示して

まいりたいと考えております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 
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○８番（影澤政夫議員） そのとおりのことでいけ

ば、事業費の今回の予算計上について39億何がし

ですよね。そういう提案がなされる、それを期待

するということであれば、その数字はますますか

かり増しする場合もあるのではないですか、いか

がですか。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 金額につきましては、事

業者は、予定価格の範囲内で要求水準書に定める

水準を達成できるように事業提案を行うことにな

ります。 

  契約額がまず予定価格を超えることはないとい

うことは御理解いただきたいと思いますし、なお、

事業契約額の変更につきましては、今後の金利の

変動でありましたり、あるいは、関係法令の改廃

などがあった場合には必要となりますけれども、

そうしたことについては、今後作成する契約書等

で詳細に定めていきたいと考えております。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 総体の予定額は、変更は

ないということでよろしいんですね。 

○相田克平議長 森谷教育管理部長。 

○森谷幸彦教育管理部長 はい。予定価格について

は、その予定価格の範囲内で御提案を頂戴すると

いうことになります。 

○相田克平議長 影澤政夫議員。 

○８番（影澤政夫議員） 変更がないということで

今お聞きしましたけれども、私としては、今後こ

ういった部分でＰＦＩという部分を遂行する上で、

民間の事業主のほうの様々な提案というのは今後

出てくると思いますし、その都度、議会にも提示

されるのかなと思いますけれども、予算特別委員

会もございますので、その辺のところで再度お伺

いする場合も出てくるかもしれませんので、私か

らの質問はここで終わります。 

○相田克平議長 以上で８番影澤政夫議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 

 

午後 ０時０２分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 １時０２分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、地域防災力の強化に向けた取組について、

23番齋藤千惠子議員。 

  〔２３番齋藤千惠子議員登壇〕（拍手） 

○２３番（齋藤千惠子議員） 皆様こんにちは。 

  一新会の齋藤千惠子です。 

  初めに、本日はお忙しい中、また、雨で足元の

悪い中、傍聴にお越しくださいました皆様、本当

にありがとうございます。 

  さきの統一地方選挙におきまして、市民の皆様

から温かい御支援をいただきまして、４期目務め

させていただけることになりました。本当にあり

がとうございます。改めて心から御礼を申し上げ

ます。 

  今回は、何分にも２年ぶりの一般質問でありま

すので大変緊張しておりますが、私の思いが何と

か伝わりますように精いっぱい質問させていただ

きます。 

  さて、６月も半ば、東北地方も梅雨入りし、例

年より早い梅雨入りのようです。梅雨の時期は、

農業用水を確保する重要な時期ではありますが、

近年は、線状降水帯や大型の台風による集中豪雨

で大規模な災害が発生しています。 

  また、今年は、1923年９月１日に発生した関東

大震災から100年、節目の年です。首都直下地震や

南海トラフ地震が懸念される今、改めて自分事と

して防災・減災について考える必要性を感じ、こ

の質問といたしました。 

  今回は、地域防災力の強化に向けた取組につい

て質問させていただきます。 

  昨今の災害が、激甚化・頻発化する中で、自分
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の命は自分で守る、このことが大原則であります

が、自助・共助・公助の力で、災害時でも誰一人

取り残さないように、そんな仕組みづくりについ

て当局の取組をお伺いしたいと思います。 

  この根底には、地域防災力を高めることは、地

域のまちづくりをより豊かにすることにつながる

ものであるという考えがあります。防災・減災も

まちづくりなのです。日常の営みと災害への備え

を重ね、足元から着実に備え、総合的な観点から

取り組むことが重要と考えます。 

  まず、小項目１つ目、マイ・タイムラインの市

民への普及促進についてお伺いいたします。 

  ハザードマップで自らの災害リスクを確認し、

その上で、災害時、自分自身が取るべき行動を時

間の流れに沿って整理するマイ・タイムライン（私

の避難行動計画）の作成は大変有効な取組であり、

その有効性は全国で災害時実証されています。 

  マイ・タイムラインは、自治体と自主防災組織

間の防災行動をつなぐツールとして、災害時の住

民の役割をあらかじめ明確にしておくことで、被

害を最小限に抑えるのが狙いと言われています。 

  つまり、マイ・タイムラインの普及は、逃げ遅

れを防ぎ、命を守る重要な鍵です。その重要性を

市民の皆様にどう広報し普及させているのか、具

体的な取組についてお知らせください。 

  本市のホームページ上では、風水害に備えるマ

イ・タイムラインをつくるためのひな形が示され

ています。「○○家マイ・タイムライン」とつく

り方が丁寧に文章で示されておりますが、果たし

てどれだけの方が、このひな形を見てつくられて

いるのかと疑問にさえ思うところです。 

  常日頃から地域を知ることや、ハザードマップ

をチェックし、自分の住んでいる場所の浸水の可

能性、最寄りの避難場所や避難経路を確認してお

くことが必要です。だからこそ、マイ・タイムラ

インのつくり方を手軽に学べる動画配信はいかが

でしょうか。できれば、配信時間はできるだけ短

く、分かりやすい動画を配信していただきたいと

思いますが、いかがでしょうか。 

  次に、小項目２つ目、地域コミュニティーの防

災力向上に向けた取組についてお伺いいたします。 

  地域住民が自主的に活動し、お互いに支え合う

共助を柱とした地域防災力向上に向けて、１つは

自主防災組織の充実強化、そして２つ目は、市民

にとって、災害から市民の生命や財産を守るかけ

がえのない重要な組織である、消防団の団員確保

等の施策を積極的に推進していただきたいとの観

点から質問させていただきます。 

  私は、令和２年９月定例会において、平素にお

ける市民の災害情報リスクの把握の促進について

質問し、まだ市民に十分浸透していないので、今

後も平時から災害に備えていただくよう周知して

いくとの答弁をいただきました。 

  様々な取組をしていただいたものと思いますが、

丸３年続いたコロナ禍で地域コミュニティーが薄

れ、思うように進まなかったのではないかと危惧

しております。現状はいかがでしょうか。 

  米沢市まちづくり総合計画後期基本計画第５章

安全安心に暮らせるまちづくり、その中で、施策

の目指す姿として、「市民が平常時から防災に強

い関心と深い理解をもつ、災害に強いまちを目指

します」とあります。 

  その具体策として、自主防災組織率を令和４年

の70.4％から令和７年に100％とする目標設定で

すが、具体的な組織率アップの方策をお示しくだ

さい。 

  私は、防災・減災について何かできることはな

いかと考え、防災士の資格を取り、少しずつです

が実践しているところです。本市議会では、山田

富佐子議員、木村芳浩議員、堤郁雄副議長、関谷

幸子議員が防災士の資格を取り、危機感を持って

日々取り組んでいるところです。 

  今回の質問では、東日本大震災後の防災対策、

災害対策基本法の改正に伴い、平素の準備と災害

時の行動計画を、地域コミュニティーが主体とな

って立案・実践するための地区防災計画の推進を、
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行政としてどう支援していくのかお聞かせ願いま

す。また、推進している事例などあったら御紹介

ください。 

  次に、消防団の団員確保についてお伺いいたし

ます。 

  消防団は、地域の実情に精通した地域安全の核

として必要不可欠な組織であり、平素はなりわい

を持ちながら、崇高な郷土愛護の精神に基づき消

防活動を行っています。その団員の確保には、全

国的に御苦労なさっていらっしゃるようですが、

本市の消防団員確保の現状と課題についてお知ら

せください。 

  また、本市は、言うまでもなく学園都市です。

大学という短い期間にはなりますが、大学生等の

消防団の参加を促進することも、地域防災の担い

手という観点で推し進めてはいかがでしょうか。

一般に、防災への関心が薄いと言われている大学

生に、消防団への参加を促すことはなかなか困難

であるとは思いますが、入団促進につなげるため

にどのような手だてをお考えか、お聞きいたしま

す。 

  次に、小項目３つ目、学校における災害対応力

の向上に向けた取組についてお伺いいたします。 

  自然災害に対する学校防災体制の現状をお知ら

せください。コロナ禍もあり、学校の防災体制が

地域になかなか分かりにくいこと、見えにくいこ

とは否めません。また、実践的な防災教育の推進

についてもお伺いいたします。 

  災害は、いつ、どこで起きるか分からない。自

分で状況判断し、逃げ切るための方法を教え、実

行できるスキルを身につけさせ、行動できる子供

をぜひ育てていただきたいと思います。そこで、

本市の学校教育における防災教育の現状をお伺い

いたします。小学校、中学校における具体的な取

組についてお知らせください。 

  国は、防災教育を第３次学校安全の推進に関す

る計画の柱に位置づけるなど、防災教育新時代と

認識しています。これは、全ての子供が災害から

命を守る能力を身につける防災教育の実施と認識

していますが、本市の御所見をお伺いいたします。 

  また、米沢市地域防災計画の見直しで、学校教

育における防災教育の修正箇所と具体的な対応に

ついてもお知らせください。 

  次に、小項目４つ目、防災ＤＸの導入を推進さ

せる取組について質問いたします。 

  想定を超える自然災害が頻発する中、防災の分

野で、人工知能（ＡＩ）などの最新技術を活用し

たデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を

進める自治体が広がっています。 

  相次ぐ災害発生に備えてデジタル技術を取り入

れて、防災の領域でもＤＸを推進させる取組を本

市でも計画的に導入してはどうかと考え、提案す

るものです。確かにＤＸを推進させるには、導入

時、人手も、そして多くの予算も必要になります

が、どのようにお考えですか、お伺いいたします。 

  防災ＤＸ、身近なところでは、スマホなどを使

って、自分のいる場所が、ハザードマップ上でど

れだけ危険なのかを瞬時に把握することができる

など、全国的には防災アプリを導入している自治

体も多くあります。命を守る行動につながる防災

アプリの導入などをどのようにお考えでしょうか。 

  また、ドローンの活用は、本市では、置賜広域

行政事務組合のドローン２機を災害時お借りして

いるそうですが、今後、本市ではドローンの購入

予定はありますか。もし導入するなら、各課横断

で使用する計画はありますでしょうか、お尋ねい

たします。 

  次に、小項目５つ目、外国人への防災啓発につ

いてお伺いいたします。 

  外国人の中には、日本人と違い全く防災の知識

も避難訓練の経験もない人が少なくないとの話を

聞くにつれ、言葉が通じないので、安全な避難や

避難所生活でのコミュニケーションや情報収集が

困難なことは否めません。だからこそ、命を守る

ために必要な情報と、やさしい日本語、簡単な日

本語でいかに明確に伝えていくか。今後ますます
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増加が見込まれる在留外国人や外国人観光客、そ

の対応の現状と課題についてお知らせください。 

  最後に、小項目６つ目、災害時のペット同行・

同伴避難に対するガイドラインの設定についてお

伺いいたします。 

  災害時のペット同行・同伴避難については課題

も多いわけですが、災害が頻発している現状を踏

まえ、本市としてのガイドラインを早急に明確に

示すべきと考えます。また、飼い主に対しての日

頃からの心構えや備えについても啓発が必要と考

えますが、その点はいかがでしょうか。 

  ＡＩ、ＤＸが革命的に進んでいる現在、テクノ

ロジーを用いて、遠隔の安全な場所からの操作も

可能です。今はドローンもありますし、自動音声

技術もあります。災害で失われる命は、一人でも

減らさなければなりません。常日頃できないこと

は、非常時には絶対できない。自分たちの命を守

るために当たり前にすること。防災は特別なこと

ではありません。防災を考えることは、人や地域

の未来を考えることにつながります。 

  100年に一度より頻度の低い、まれな災害が起き

るとも言われています。予算をしっかり確保し、

市民の皆様の力も借りながら、誰一人取り残さな

いすべを、市民の全ての皆様の命を守ることがで

きるように、行政としての積極的な取組をお願い

申し上げ、壇上からの質問とさせていただきます。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

  〔佐藤明彦市民環境部長登壇〕 

○佐藤明彦市民環境部長 私からは、地域防災力の

強化に向けた取組についてお答えさせていただき

ます。 

  初めに、（１）のマイ・タイムラインの市民へ

の普及促進についてですが、近年、気象変動の影

響により、災害の頻発化、激甚化が懸念されてお

ります。しかしながら、台風などの風水害は、迫

りくる危機を事前に予測することができ、洪水な

どの水害が発生するまでに災害備蓄品の準備や安

全な場所へ避難するため、気象情報・防災情報を

確認することが重要であり、災害の発生するおそ

れがあるときに自分がどのように行動するのかを

自分自身で考え、作成する防災行動計画をマイ・

タイムラインと言い、国もその取組をホームペー

ジなどで推奨しております。 

  本市では、マイ・タイムラインの作成方法につ

いては、先ほど御紹介もありましたが、市のホー

ムページに「風水害に備えるマイ・タイムライン

を作ろう」という内容で紹介をしており、自宅周

辺などの河川や浸水想定を記入できるような様式

も掲載をしております。 

  災害から自分の命や家族の命を守るための手段

として、より多くの市民の皆様にマイ・タイムラ

インの作成を検討していただくためには、洪水ハ

ザードマップ等を用いて、居住地などの自ら関係

する水害リスクや入手する防災情報を知ることか

ら始まり、避難行動に向けた課題に気づくことを

促し、どのような行動をするかを考える場面を創

出することが重要となりますので、広報よねざわ

での周知や出前講座での実践的な講習会等の機会

を多く設け、マイ・タイムラインの作成を推進し

ていきたいと考えております。 

  次に、（２）の地域コミュニティーの防災力向

上に向けた取組についてですが、地域で協力して

助け合う自主防災組織につきましては、組織率

100％を目標として取り組んでおりますが、令和５

年４月１日現在の組織率は70.7％で、特に市街地

の自主防災組織率は低い傾向となっております。 

  組織率向上のため、コミュニティセンターには

組織化への協力を依頼しておりますが、人口減少

に伴う町内会組織の高齢化、若い方の町内会活動

への参加率の低下が要因であるともお聞きしてお

ります。 

  また、これまで新型コロナウイルス感染症によ

り、町内会活動も中止・自粛を余儀なくされ、人

と人との接触が制限されたことで、住民同士の交

流が少なくなったことも影響しており、この３年

間は、自主防災組織についての話合いの場がない
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状況にあったと思われます。 

  そのため、今年度におきましては、町内ごとの

自主防災組織の設立だけではなく、地区全体を連

合会として組織化する、または複数の町内会が一

つになって組織化するなど、以前から組織化につ

いてお願いをしているところではございますが、

コミュニティセンターの御協力をいただきながら

出前講座を開催し、町内会などへの働きを強化し

てまいります。 

  次に、地区防災計画の作成状況については、229

の自主防災組織中、43組織が作成しており、作成

率は約19％となっております。まだまだ進んでい

ない現状にあります。 

  先進的な取組をしている東部地区では、連絡協

議会を結成し、代表者が県防災アドバイザーとい

う強みを生かし、地区防災計画に準じる計画を作

成して精力的に取り組んでいるという、お手本と

なる好事例もありますので、他の地域及び自主防

災組織に先進事例として紹介するなど、作成率の

向上を図ってまいります。 

  次に、本市の消防団員数は、令和５年４月１日

現在、条例定数900人に対し772人が在籍し、充足

率は85.8％となっております。 

  大学生等の消防団参加については、以前は、県

の担当部局と共に市内の大学に出向き、入団促進

のキャンペーンを行っており、昨年までは山形大

学の学生が団員として活動していただいておりま

したが、現在は参加されている大学生はいない現

状にあります。 

  団員の担い手不足が顕在化している現状にあり

ますので、引き続き、他自治体の事例などを参考

にしながら、大学生を含む団員の確保に努めてい

きたいと考えております。 

  なお、大学生が消防団に所属した旨の証明書を

交付することにより、就職活動の自己ＰＲなどに

活用することも可能となりますので、消防団参加

促進の手だてとして考えてまいります。 

  次に、（４）の防災ＤＸを推進させる取組の導

入についてですが、近年、頻発、激甚化する災害

に対して、より効果的、効率的に対応していくた

めには、デジタル技術を取り入れて防災領域にお

いてもＤＸを推進させる取組が急務となっており、

災害時のスムーズな情報連携、避難時の必要物資

や医療の提供、復興に必要な支援などが期待され

ております。 

  本市での活用事例としましては、関係機関や民

間事業者が配信している防災情報や市民がＳＮＳ

を投稿したものなど、様々な防災情報を一元的に

自動集約し、現状分析・把握を行うことができる

米沢市防災情報集約システムを活用し、防災情報

の収集を行っております。 

  また、民間企業による各種アプリも数多くあり、

その中でもヤフー株式会社とは防災協定を締結し

ており、緊急時には、本市の様々な防災情報を防

災アプリへ直接情報発信することも可能となって

おります。 

  さらに、御紹介ありましたが、ドローンの活用

として、昨年６月27日の大雨で、入田沢地区内の

市道で一部土砂崩れが発生した際には、置賜広域

行政事務組合消防本部に協力要請を行い、所有す

る２機のドローンを活用して災害状況を確認した

実績があるほか、８月３日からの大雨では、被害

の多かった川西町の調査においてドローンを活用

した実績があります。 

  なお、本市では、建築住宅課でも空き家対策の

ためのドロ－ンを１機所有しており、他部署での

横断的活用を推進しておりますので、災害時の被

害状況の確認にも活用できる体制となっておりま

す。 

  今後につきましては、本年５月に東日本電信電

話株式会社との間で締結しました、米沢市（置賜

地域）におけるレジリエンス強化推進プロジェク

トに関する連携協定に基づきまして、災害対策関

連業務に係るリスク分析などを行う予定にしてい

ることから、その結果も踏まえながら、より効果

的に防災対策を進めるための防災ＤＸの活用を検
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討してまいりたいと考えております。 

  次に、（５）の外国人への防災啓発についてで

すが、本市に住民登録している外国人は、令和５

年３月末現在931名となっており、国別では、ベト

ナム、中国、韓国の方が多い状況となっておりま

す。 

  防災啓発につきましては、昨年、山形大学留学

生に防災の基礎知識講座及び起震車体験の出前講

座を開催いたしました。 

  また、日頃から米沢市国際交流協会（ＹＩＲＡ）

の協力をいただきまして、国で作成いたしました

「災害から身を守ろう」の外国人向けチラシ防災

ガイドを配布していただいております。このチラ

シは、スマートフォンでＱＲコードを読み込むこ

とにより、13か国語に対応できるものとなってお

り、防災の基礎知識から避難までが確認できるも

のとなっております。 

  今後は、災害時、言葉の問題などで弱者となり

得る外国人避難者の支援が重要と考えております

ので、情報の収集や発信、相談窓口となる災害時

の外国人支援センター的な組織づくりを検討して

まいります。 

  次に、（６）の災害時のペット同行・同伴避難

に関するガイドラインの設定についてですが、避

難所における飼い主の責任や、避難所でのルール

の周知を図るなどの受入れ時の体制を整えておく

ことは、大変重要なことと認識をしております。 

  災害時における避難には分散避難という考え方

があり、行政が指定しました小中学校やコミュニ

ティセンターなどの避難所に避難する方法のほか、

安全な場所に住んでいる親戚や知人の家への立ち

退き避難、自宅が浸水や土砂崩れの危険がない場

合に自宅にとどまる在宅避難といった方法があり

ますので、ペットを飼養されている市民の皆様に

は、あらかじめそのような方法が取れないか検討

をしていただき、その上で、ペット同伴で避難し

なければならない人につきましては、避難所への

避難を選択していただくことになります。 

  本市では、保健所の指導の下、ペット同行避難

について他自治体に聞き取りを行うなど、検討を

重ねてまいりました。指定避難所では、動物が苦

手な人や動物アレルギーを持っている人など、

様々な人が共同生活を送る場所であるため、体育

館や教室等の屋内に入れることは残念ながらでき

ないものと考えております。 

  しかしながら、屋外で雨風をしのげるピロティ

ーを持つ第一中学校、第四中学校、第五中学校、

第六中学校、第七中学校の中学校５校では、持参

していただいたケージやキャリーバッグ等にペッ

トを入れていただいた上で、飼い主が管理するこ

とを条件に受入れを可能としましたが、大型動物

や危険なペットを連れた避難者は、避難所への入

所をお断りする場合もございます。 

  避難所においては、飼い主が責任を持って飼

育・管理し、それぞれの避難所のルールに従って、

ペットを飼っていない人にも配慮していただく注

意点などを周知していく必要があることから、広

く普及啓発に努めるため、ホームページなどだけ

ではなく、国や県のガイドラインや環境省のペッ

ト同行避難に関するリーフレット等を参考にしな

がら、米沢市独自のガイドラインやリーフレット

等の作成も検討してまいりたいと考えております。 

  私からは以上となります。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、地域防災力の強化に

向けた取組についての御質問のうち、（３）学校

における災害対応力の向上に向けた取組について

お答えいたします。 

  現在、各学校では、危険等発生時における危機

管理マニュアルを策定しており、避難時の職員の

役割分担や緊急連絡体制、避難経路など、災害発

生時の対策並びに防災計画を明記しております。 

  各学校において、年度当初の職員会議で危機管

理マニュアルを確認し、様々な災害を想定した避

難訓練を実施するなど、児童生徒の安全確保に関
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して職員間での共有を図りながら、学校における

防災体制の構築に努めております。 

  また、災害発生時には、児童生徒を保護者に引

き渡すことも必要とされるため、学校では、保護

者へメールやホームページなどで状況をお知らせ

することや、保護者への引渡しの手順などの体制

について学校と家庭で共有しております。 

  避難訓練については、火災を想定したものや震

災を想定したもの、不審者の侵入を想定したもの

など、様々な場面を想定して実施しております。 

  消防署の方に避難訓練のときに来校してもらい、

専門的に状況に応じた対応を教えていただくこと

もあります。また、避難訓練を授業時間だけでな

く休み時間に行ったり、子供たちに予告せずに実

施したりするといった取組を行っている学校もあ

り、訓練を通して知識と行動を結びつけるよう各

校で工夫し、いざというとき状況に応じて自分で

判断し、行動できるよう指導しております。 

  さらに、授業参観の機会などを利用し、保護者

への引渡し訓練を実施している学校や、大規模災

害を想定し、地域と合同で防災訓練をしている学

校もあり、学校内の体制づくりはもちろん、家庭

や地域と連携しながら、児童生徒の安全を守る体

制づくりを行っております。 

  防災に関する学習は、学習指導要領に基づき、

教科や特別活動を中心に行っております。例えば、

小学校３・４年生社会科では、自然災害から身を

守るために地域で行われている共助の取組を、中

学校理科２分野では、日本の自然災害や防災対策

として、火山活動に伴う地震や緊急地震速報等の

事前予知に関する学習を、中学校の保健体育では、

自然災害による障害が二次災害によって生じるこ

となどを学びます。 

  このような学習を通して、子供たちが災害時に

起こり得る様々な危険について知り、命を守るた

めの思考力、判断力を身につけ、日常的な備えを

行うことができるよう、発達段階に応じて指導し

ております。 

  「米沢市地域防災計画の主な修正箇所とその対

応」については、児童生徒に対する防災教育の実

施と学校における防災訓練の実施が示されており

ますが、多くの学校で実践しているものの、改め

て防災教育、防災訓練の大切さを今後も学校と共

有していきたいと思っております。 

  学校における防災教育は、様々な危険から児童

生徒の安全を確保するために行われる安全教育の

一環として行われるものです。令和４年３月に閣

議決定されました「第３次学校安全の推進に関す

る計画」に、「全ての児童生徒等が、自ら適切に

判断し、主体的に行動できるよう、安全に関する

資質・能力を身に付ける」とあります。今後も、

訓練や学習を通して様々な状況を想定し、どのよ

うに行動したらよいかを考えさせながら、自己判

断力を培っていきたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） 御答弁ありがとうご

ざいました。 

  まず、小項目１つ目、マイ・タイムラインの市

民への普及促進について、もう一度お伺いいたし

ます。 

  令和元年の東日本台風の際、国が実施した被害

者へのアンケートでは、ハザードマップを見て自

宅付近の災害リスクを確認した人とそうでない人

とでは、避難行動に大きな差が出たそうです。大

事なことは、分かりやすい動画を見ながらマイ・

タイムラインをつくり、家族で自分たちの命を守

るすべを話し合う機会をつくることだと私は思い

ます。 

  動画は大変効果的な広報です。本市で行ってい

る広報よねざわや出前講座、それに加えて、でき

るだけコンパクトにまとめた動画の配信をなるべ

く早くお願いしたいと思いますが、動画配信につ

いてはいかがでしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 マイ・タイムラインにつ



- 248 - 

きましては、今議員がおっしゃったように、各個々

人や家族などで考える非常にいい機会になると考

えておりますし、いざ災害が発生した場合には、

そういった準備に基づいてしっかりとした行動が

できるための非常にいいツールだなと認識してお

ります。 

  現在、壇上からもお答えしましたが、ホームペ

ージや様々な会合の場等での紹介を進めていきた

いと考えておりますが、動画配信についても非常

に有効なものと考えております。特に若い方々に

は情報として伝わりやすいという面もございます

し、あとは繰り返しいつでも見れるというところ

もございますので、しっかりとそういった動画の

いいところを使いながら広報できるように、実施

に向けて検討させていただきたいと考えておりま

す。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。 

  それでは、小項目２つ目に行きます。 

  地域コミュニティーの防災力向上に向けた取組

について、もう一度お伺いいたします。 

  なかなか市民の皆様に浸透していない現状、周

知の取組について御答弁いただきましたが、実践

的な取組を毎年進めている自主防災会を一つ御紹

介させていただきます。 

  私の地元、愛宕地区の直峰町自主防災会です。

昨年、自主防災マニュアルを見直し、新自主防災

マニュアルを作成しました。それは、図解を使っ

て、自分はどう行動したらいいのか一目瞭然に分

かるものです。現実的な行動ができる組織と行動

基準が示されています。災害時、誰がどの時点で

どう動くかが町内で共有されているのです。 

  さらに、すばらしいなと思っているのは活動に

ついてです。１つは、３月に町内全体で安否確認

訓練を行い、災害弱者に声がけを実施しました。

２つ目は、自主防災会だよりを全戸に年１回配布。

そして、３つ目は、毎月、防災ニュースを隣組回

覧するなど、常に町内会の皆様が防災・減災を忘

れない仕組みづくりが図られていることです。 

  このような自主防災会はほかにもあるかとは思

いますが、マニュアルの作成のみならず、町内会

の皆様が常に意識づけされていること、そして、

防災・減災を我が事として捉えている点が、ほか

の模範になるものと考え御紹介させていただきま

した。 

  そこでお尋ねしたいのは、こうした地区から提

案された地区防災計画が、行政が策定する地域防

災計画にどう反映されるのか、その連結性につい

てお伺いしたいと思います。その点はいかがでし

ょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 大変すばらしい事例を御

紹介いただきましてありがとうございます。 

  地区で作成を今いただいております地区防災計

画につきましては、その上位に位置する、市が作

成する地域防災計画の下に位置づけられるものだ

と認識しておりまして、そういった取組が各地区

で様々行われることによって、連携しながら、市

全体として、防災計画の実効性を高めるような役

割を担っていきたいと考えておりますので、お互

い切磋琢磨しながら磨き上げるという視点で、今

後とも進めてまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） そうですね、本当に

私が今お話ししたのは一例にすぎず、ほかの地区

にも様々な活動をしていらっしゃる自主防災組織

があると思います。今後とも、地区防災計画が全

市にわたって計画されますように思っているとこ

ろでございますし、また、御支援をいただきたい

と思います。 

  2011年の東日本大震災で行政が大きな被害を受

け、被災者への支援提供が滞る中、地域の共助に

より生活を維持する事例が多く見られ、共助の必

要性、重要性が改めて認識されたものと考えてい

ます。地域は、日本の防災体制を強化する原動力
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として欠かせないものだと、そのように認識して

いるところであります。大事な地域の原動力とい

うところで、大事な存在であるということを再認

識して、声を大にして、各地区で地区防災計画の

作成を大いに推進していただきたいと思うところ

であります。 

  次に、壇上からも申し上げましたが、３年続い

たコロナ禍で、地域コミュニティーが希薄になっ

たことは否めないと思います。ましてや、市民の

皆様からは、米沢は災害のないとてもいいところ

だという声が多く聞かれます。米沢がいいところ

だということは私も全く同感ですが、安全につい

ては誰も保証できません。だからこそ、常日頃か

らの備えや避難経路の確認などが、命を守る大事

な手段になると思うのです。 

  マイ・タイムライン、そして地区防災計画作成

と進めば、次は実際の避難所運営マニュアルの作

成と続くわけですが、その作成の段階のことで１

つお尋ねいたします。 

  マニュアルは紙ベースでつくっていると思いま

すが、文章や図だけの説明では、動線や距離感な

どどうしても分かりづらい部分があります。そこ

で、今までのマニュアルをベースにして動画を作

成し、ユーチューブで配信する。とても分かりや

すいと思います。 

  避難所運営訓練でも、現場で動画を見ながら実

際にやってみる。いつでも、どこでも、誰にでも見

える化の仕組みづくりはとても大切だと思います。

避難所運営マニュアルや避難所運営訓練に、この

動画をつくって導入するということについては、

どのようにお考えでしょうか、お聞かせください。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 先ほどもマイ・タイムラ

インのところでもお答えさせていただきましたが、

動画というのは若い人たちを中心に活用が進んで

おりまして、非常に伝わりやすいというメディア

の特性を持っているかと思いますので、マイ・タ

イムラインだけにとどまらず、今お話ありました

運営マニュアルなども含めまして、動画作成につ

いて、どのような形でできるかというところを研

究、検討させていただければと考えております。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。よろしくお願いいたします。 

  次に、２つ目の、大学生等の消防団への参加促

進についてでありますが、既に実施されていると

のこと、大変うれしい御答弁をいただきました。 

  全国的に団員は高齢化しており、最も確保すべ

き30歳未満の消防団員数が減少しているとのこと

です。現在の本市の、30歳未満のここ数年の推移

をお知らせください。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 本市における消防団の18

歳から29歳までの推移でございますけれども、割

合的には、令和５年４月１日現在10.1％となって

おります。その前の令和４年が11％、その前が

12.57％ということで、残念ながら毎年１％ぐらい

ずつ減っている状況で、10％ちょっとのところが

18歳から29歳までの団員の構成割合となっている

ところでございます。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。今後も、地域防災の担い手という観点で、大

学生等の参加の促進にぜひ積極的に取り組んでい

ただきたいと思うところです。 

  次に進みます。 

  小項目３つ目、学校における災害対応力の向上

に向けた取組についてお伺いいたします。 

  東日本大震災が起きて12年。この12年間で、防

災教育に対する親御さんや地域からの社会的な需

要が大変高まっていると思います。学校における

防災組織体制の整備の中で、重要な危機管理マニ

ュアルの作成、見直しについてお聞きしたいと思

います。 

  文部科学省は、学校及び設置者双方に複数の避

難場所や避難経路の設定、また、専門家の助言、
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ハザードマップを超える災害への備えなどを求め

ておりますが、本市では、こうしたものの反映状

況はいかがでしょうか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 学校におきましては、危

機管理マニュアルを作成し、非常時に備えるとい

うことはこれまでもやっておりますが、今回の第

３次学校安全の推進に関する計画に基づきまして、

その危機管理マニュアルを見直すサイクルをきち

んと構築し、それから、職員、児童生徒、そして

保護者などに共有するというところで、安全に関

する意識を共通のものを持つということを意識し

ております。 

  今回の第３次学校安全の推進に関する計画の内

容からしますと、より今まで以上に実践的、実効

的な安全教育、それから、様々なリスクを踏まえ

た防災教育訓練というのが位置づけられておりま

すので、学校それぞれの立地条件や環境にも合わ

せて、より実効的なマニュアルづくりに取り組ん

でいるところです。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ぜひ真に、本当の意

味での実効性のあるマニュアルづくりに励んでい

ただきたいものと思っております。 

  先ほど壇上からの御答弁で、防災教育が小学校

学習指導要領や中学校学習指導要領に基づいて、

100％指導していただいているということが大変

よく理解できました。防災教育というと、避難訓

練とか防災訓練などを連想しがちですが、防災教

育はふだんの教科などの指導でも実施しているこ

とが大変よく分かったところです。 

  まずは、自分で自分の身を守ること、そして次

は誰かの支援に回ることを学んで、その子供たち

が大きくなったら地域の力になる。子供の時代か

ら防災の意識を高く持つことが、みんなで助け合

える強いまちづくりへつながるものと思いますの

で、今後とも、多方面での防災教育になお一層力

を入れていただきたいと思うところです。 

  それでは次に、順序を逆にして、小項目５番目、

外国人への防災啓発についてお伺いさせていただ

きます。 

  本市においても、やさしい日本語や簡単な日本

語について認識なさっていらっしゃるということ

で、少し安心したところです。 

  1995年１月17日に起きた阪神・淡路大震災の被

災者のうち、日本人と外国人で比べてみると、亡

くなった方が約２倍、負傷者が約2.4倍と、明らか

に外国人の方のほうが高い割合で被害を受けてき

たことが分かります。 

  また、2005年に行った実証実験の結果も大変興

味深いものがありましたので、一つ御紹介させて

ください。 

  2005年10月に弘前市で、やさしい日本語の有効

性の検証実験を行い、参加した外国人は17か国か

らの留学生88名。留学生をＡとＢのグループに分

けて、Ａグループには、普通の日本語で「頭部を

保護してください」という指示を、Ｂグループで

は、やさしい日本語で「帽子をかぶってください」

という指示を与えました。 

  その指示に従えたかどうかという成功率は、普

通の日本語「頭部を保護してください」の指示の

場合は10.9％の成功率、一方、やさしい日本語「帽

子をかぶってください」と指示したほうは何と

95.2％と、結果は顕著でした。 

  災害時の被害を最小限に食い止める減災の取組

として、情報弱者となりがちな外国人の方々にど

う広報するか、情報発信の方法についてお尋ねし

たいと思います。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 本市におきましては、地

元に３つの大学があるということで、非常に多く

の外国人の方が本市にお住まいであるという状況

だと認識しておりまして、議員がおっしゃるとお

り、その方々に的確に情報を伝えていくためには

というところは、常日頃から周知に努めていく必

要があると考えております。 
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  そういった意味では、壇上からも御紹介させて

いただきましたが、国際交流協会には様々な国の

方が協会のメンバーとして参画をされておりまし

て、いろいろな言語の方がいらっしゃいますので、

まずはそういった皆様に御協力をいただきながら、

外国人の方にしっかりとメッセージし、周知が届

くような方策を模索していきたいと考えておると

ころでございます。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

  それでは次に、小項目６つ目、災害時のペット

同行・同伴避難に関するガイドライン設定につい

て、もう少しお尋ねさせていただきます。 

  山形市では、避難所におけるペット同行避難に

関するガイドラインを示しています。その中でき

っちりと、ペット飼養――飼って養うという意味

の飼養です。ペット飼養のルールの遵守をうたっ

ております。 

  先ほど壇上からの御答弁をいただきましたが、

様々ガイドラインの検討をしていただいていると

いうことでありましたが、いつ頃をめどにガイド

ラインをきちっと示していただけるのか、お伺い

したいと思います。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 ペットに関するガイドラ

インにつきましては、既に国でも作成をしており

ますし、それを準用する形で県でも作成をしてお

りますので、ひな形がもうほぼ出来上がっている

状況で、それに併せて本市の特性を加味した上で、

修正を加えるということで作成は可能だと考えて

おりますので、できるだけ速やかに作成をし、周

知に努めてまいりたいと考えております。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ガイドラインという

質問を何回もここの議場でも行いましたので、ぜ

ひガイドラインをきっちり示していただきたいな

と、それも早急に示していただきたいなと強く願

うところであります。 

  もう一つ、山形市のガイドラインの中で、飼い

主の対応、しつけなど、細かく示されているもの

を拝見しました。先ほども申し上げましたが、こ

れらの啓発普及活動、これからますます必須にな

ってくると思います。全国でも積極的な啓発普及

を行っている自治体は多くあるわけでありますが、

先進事例などを見ながら、こうした先進事例を取

り入れる御予定などおありでしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 先ほど答弁の中でも触れ

させていただきましたが、本市においては、ペッ

ト同行を受け入れる検討の中で、どうしても同一

の建物の中に、ペット同伴の方と一般の方を一緒

にというのは難しいというところで、ピロティー

がある中学校にのみ今のところ限定をしておりま

すし、そういった部分も含めまして、まだまだこ

のペット避難に関するところについては、先進事

例との隔たりもございますので、しっかり勉強さ

せていただきながら、何ができるのかを少しずつ

検討しながら実現させていきたいと考えておりま

す。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） それでは最後に、小

項目４つ目、防災ＤＸを推進させる取組の導入に

ついてお伺いいたします。 

  防災ＤＸ、いつ起きてもおかしくない大規模災

害への備えとして、全国で推進が急がれているわ

けでありますが、その防災ＤＸのメリットと課題

についてはどのようにお考えでしょうか。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 防災ＤＸのメリットに関

してでございますけれども、いざ災害が発生する

と、様々な情報や人の動きなどが瞬時に集中して

入ってくるわけでございますので、そういった情

報をしっかり分析して正確な判断をしなくてはな

らないという意味で、こういった防災ＤＸ、デジ

タル技術を使うというのは非常に有用かと思いま
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す。 

  例えばドローンでも御紹介させていただきまし

たが、人が行けないような場所の情報を、しっか

りと瞬時に情報として的確に捉えられるという点

で、このＤＸについては非常に有効かと思います

ので、こちらにつきましても引き続き様々な技術

の勉強をしながら、取り入れる方向で検討を進め

させていただきたいと考えております。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） そうなんですよね。

やはり自治体の対応だけではなかなか、財政的に

も専門的人材にもいろいろ限界があるのではない

かと思っております。 

  先ほど壇上より、災害協定を結んでいるところ

の防災アプリの導入を検討中との御答弁をいただ

いたわけでありますが、私ども議員も以前、議員

研修会で、南陽市の避難所状況ＷＥＢアプリの開

発・活用状況をお聞きしてきたところです。防災

アプリというのは数多くあるわけですが、本市が

多くのアプリの中からこのアプリを選んだ理由を、

もしありましたらお知らせください。 

○相田克平議長 佐藤市民環境部長。 

○佐藤明彦市民環境部長 現在、様々な民間から防

災アプリというのが出ておりまして、いろいろな

特性を持っているとお聞きしております。その中

で、ヤフー株式会社の防災速報アプリにつきまし

ては、連携協定を結ぶ中で、独自の情報をその防

災アプリの中に流していけるということで、より

多くの市民の方に瞬時の情報が伝わるということ

で、非常に有用かということで現在こちらを選ば

せていただいて、運用させていただいております。 

  そのほかの防災アプリ、ＮＨＫですとか気象台

等の防災アプリなども紹介させていただきながら、

市民の方にはいろいろな選択肢を持っていただい

て、いろいろな情報が収集できるよう案内をして

おりますので、そういった形で瞬時の情報伝達に

ついて今後とも努めてまいりたいと考えておりま

す。 

○相田克平議長 齋藤千惠子議員。 

○２３番（齋藤千惠子議員） ありがとうございま

す。一日も早い導入と、そして周知のほうもよろ

しくお願いいたします。 

  最後になりますが、防災・減災に関して明確な

ビジョンと市長の強いリーダーシップの下、しっ

かり予算を確保し災害に強いまちづくりを、災害

時でも誰一人取り残さないための仕組みづくりを、

スピード感を持って推し進めていただきたいと強

く思うところでありますが、最後に市長の御所見

をお伺いできればと思います。いかがでしょうか。 

○相田克平議長 中川市長。 

○中川 勝市長 昨年８月の大雨、豪雨災害を受け

て、本当にあの災害を教訓として、今、議員から

質問のあったこと、また担当部長が答弁したこと

を踏まえて、しっかりと市民の皆さんの生命・身

体・財産を守っていくと、そのための防災・減災

対策というものは必要であると思っておりますの

で、当然そういった対応を、予算措置も含めてし

ていかなければならないものであると思っており

ます。 

  と同時に、本市だけでは、自治体だけではどう

にもならない、できない問題もあります。例えば、

昨年の暮れ、大みそかに起きた鶴岡の土砂災害的

なものもあります。そういったことで、我々市長

会としましても、国のほうにそういった土砂災害

警戒区域、土砂災害特別警戒区域、米沢も相当あ

りますので、そういった部分については急傾斜地

の崖地崩壊、そういった防止工事等についてもし

っかりと国の予算でやっていただき、そして住民

の生命・財産を守っていくと。そういった要望も

しておりますけれども、何よりも重要なのは、行

政と市民が一体となって、この防災・減災に取り

組んでいくことが必要であると思っておりますの

で、今後ともよろしくお願いをいたします。 

  ありがとうございます。 

○相田克平議長 以上で23番齋藤千惠子議員の一般

質問を終了し、暫時休憩いたします。 
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午後 ２時０２分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ２時１３分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

  一つ、農業振興について外１点、12番古山悠生

議員。 

  〔１２番古山悠生議員登壇〕（拍手） 

○１２番（古山悠生議員） 至誠会の古山です。 

  まずは、お忙しい中、傍聴に来ていただきまし

て誠にありがとうございます。 

  私で、６月定例会の一般質問も最後となりまし

たが、あしたからは楽しい週末です。最後までお

付き合いいただければと思います。 

  さて、今年度より新たな議員も増え、今定例会

でも非常にフレッシュな議論が交わされました。

私は２期目となりましたので、若干見飽きたかも

しれませんが、鮮度が落ちたと言われないように、

私もフレッシュな質問を心がけてまいりたいと思

います。 

  それでは、私からの２期目最初の質問は、農業

振興についてです。 

  質問に入る前に、今年７月をもって伊藤精司農

業委員会会長が御勇退されますが、これまで農業

振興に御尽力をいただいたことに心から敬意と感

謝を申し上げます。これまで本市の農業は、伊藤

会長をはじめとする諸先輩方の御尽力によって発

展してまいりました。これからもその思いを引き

継ぎ、さらなる発展へとつなげていかなければな

らない、そんな思いを込め質問に入りたいと思い

ます。 

  本市農業の指針となる米沢市農業振興計画が平

成27年度に策定され、計画期間は10年ですので、

来年度が最終年度となります。その中で、農業産

出額の目標を55億円から73億円に増額することが

設定されていますが、昨年度の農業産出額は幾ら

か。また、稲作などの土地利用型作物は27億円を

維持し、野菜や果樹などの園芸作物は９億円から

13億円に、畜産は19億円から33億円へと増額する

目標を設定されていますが、それぞれどのように

推移しているのかお伺いいたします。 

  続いての質問です。 

  近年、農業では高齢化や後継者不足が進んでい

る一方で、新規就農者は増加傾向にあります。山

形県の新規就農者動向調査によると、令和４年度

の新規就農者数は358人となり、調査を開始した昭

和60年以降最多となりました。また、令和２年度

から３年連続で350人以上となり、東北では７年連

続で１位となっています。 

  近年の特徴として、雇用就農者の割合が高い傾

向にありましたが、本年度は自営農業者が増加し、

雇用就農者より人数が多くなっています。新規就

農者が増加した理由としては、国の支援策に加え、

県や市町村が独自の支援策を展開し、きめ細やか

なサポートに取り組んでいることや、地域主体の

研修受入れ体制の充実などが挙げられますが、農

業分野での担い手不足はまだまだ深刻です。今後

さらなる支援が必要だと考えますが、本市独自の

新規就農者への支援策はどのようなものがあるの

かお伺いいたします。 

  次に、有機農業の産地づくりについてお伺いい

たします。 

  以前にもお話ししましたが、私の父親は30年以

上前から有機農業に取り組んでいます。当時は、

周りから変わり者と言われ、有機農業の認知度は

大変低いものでした。しかし、今では、環境に対

する意識が高まり、各地で有機農業への取組が加

速しています。 

  国では、みどりの食料システム戦略を打ち出し、

2050年までに農薬の使用量を50％、化学肥料の使

用量を30％削減するとともに、有機農業に取り組

む面積を100万ヘクタールに拡大するなどの目標
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を掲げています。 

  米沢市も、持続可能な農業振興と環境負荷低減

を目指し、オーガニックビレッジ宣言を今年３月

に行いました。これを契機に、有機農業の産地づ

くりが推進していくものと期待していますが、具

体的にどのような事業を展開していくのかお伺い

いたします。 

  続いての質問です。 

  本市では、学校給食における地産地消を効率的

に推進するために、地場産農産物供給事業を実施

していますが、より地産地消を推進するためには、

本市の農家から農産物を買い取り、給食に提供す

る仕組みづくりが必要であると考えます。 

  以前にも同様の質問をし、教育長からは、地域

産食材を積極的に活用し、地域とのつながりも大

切にしたいとの前向きな答弁がありましたが、今

回は農政課に、実現に向けてどのようなことが課

題となるのかお伺いいたします。 

  大項目１、最後の質問です。 

  平成18年度より実施されてきた田んぼアート事

業が今年度をもって終了します。水田をキャンバ

スに見立て、色彩の異なる稲により毎年異なる絵

柄を描くこの壮大なアートは、初夏から秋にかけ

た本市の風物詩とも言える事業です。私も毎年参

加していますが、今年も市内外から多くの方が参

加されましたが、田んぼアートの終了を惜しむ声

が多く聞かれました。今年度、田んぼアート事業

が終了する判断に至った要因は何か、また、今後

復活する可能性はあるのかお伺いいたします。 

  続いて、大項目２の質問です。 

  米沢市立学校適正規模・適正配置等基本計画は

平成30年に策定され、最終的には小学校８校、中

学校３校に統合される計画になっています。 

  一方で、実際には当初の想定以上に人口減少が

進み、児童数や生徒数が減少しています。小学校

においては、多様な人間関係を築くためにクラス

替えを可能とする各学年２学級以上の12学級を適

正規模としていますが、令和９年度に統合予定の

広幡・六郷・塩井の統合小学校は、開校時点で全

校児童数が162名と、既に１学年１クラスになるこ

とが見込まれています。 

  現在、本市の出生数が年々急激に減少している

ことを考えれば、他の小学校でも将来同様の状況

が起こることが想像されます。このまま人口減少

や少子化が進んだ場合、計画に変更は生じないの

か、また、計画の見直しの必要性についてどのよ

うに認識しているのかお伺いいたします。 

  さらに、現在本市では、１つの小学校から複数

の中学校に進学するケースがありますが、この計

画ではこうした状況を解消し、より小中一貫教育

を推進するために、小学校卒業後に同じ中学校に

進学できるように学区が変更されます。 

  そこでお伺いしますが、中学校の学区が変更さ

れることにより生じる課題は何か。現在、統合に

向けて各地区で地元代表者協議会が開催されてい

ますが、そこではどんな意見が出たのかお知らせ

ください。 

  演壇からの質問は以上です。御答弁よろしくお

願いいたします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

  〔安部晃市産業部長登壇〕 

○安部晃市産業部長 私からは、１、農業振興につ

いてお答えいたします。 

  まず初めに、（１）の本市の農業産出額はどの

ように推移しているのかについてですが、農業振

興計画の中では、最終目標年度である令和６年度

に農業産出額を73億円とし、それぞれに対応した

施策に取り組んでまいりましたが、計画の中間年

である令和２年度に前期５年を振り返り、重点取

組事項を見直した経緯がございます。 

  このような中で、基準としている平成26年度の

農業産出額は約54億円となっており、その後も

年々増加傾向で推移し、令和元年度には約69億円

となっております。令和元年度以降は、新型コロ

ナウイルス感染症などの影響により下落傾向とな

りましたが、昨年度集計いたしましたところ、約
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70億円まで回復しております。 

  分野別の農業産出額で申し上げますと、米、大

豆、ソバなどの土地利用型作物は、平成26年度の

約27億円に対し、平成27年度から令和元年度まで

は約30億円前後で推移しておりましたが、令和２

年度は約27億円と減少に転じ、米価下落が進んだ

令和３年度はさらに23億円、令和４年度は８月の

豪雨などの影響により約24億円と減少しておりま

す。 

  野菜や果樹、花卉などの園芸作物については、

平成26年度から平成29年度までは約７億円で推移

していましたが、令和３年度は春先の低温や降霜

の影響、昨年度はひょう被害の影響により果樹の

産出額が落ちたことから約５億円となっておりま

す。 

  次に、畜産についてですが、平成26年度時点で

は約20億円でしたが、大規模酪農家が規模拡大を

図ったことで令和元年度には約34億円と増加いた

しました。しかし、令和２年度は、新型コロナウ

イルス感染症の影響により約31億円と減少に転じ

ましたが、養豚事業者の新農場稼働や米沢牛の取

引価格も回復基調となったことから、令和３年度

以降は増加傾向で推移をし、昨年度は約41億円と

なっております。 

  このように本市の農業産出額は、新型コロナウ

イルス感染症などが落ち着いてきたことから、以

前の水準まで戻りつつあると考えておりますが、

特に土地利用型作物や園芸作物については、天候

などの影響を受けやすいこと、豊作のときは価格

が鈍くなることもありますので、今後も農業産出

額の推移について注視し、農業振興に取り組んで

まいります。 

  次に、（２）の新規就農者への支援策はどのよ

うなものがあるかについてですが、新規就農者へ

の支援としましては、市が認定する認定新規就農

者に対して、市単独事業の「未来を拓く農業支援

事業」におきまして、新たな栽培方法などの導入

に対して100万円を上限に、事業費の２分の１の額

を補助する取組を実施しております。 

  また、今年度から、市単独の新規事業として、

親元就農支援交付金事業を実施いたします。これ

まで、親元就農による農業経営者については支援

が不十分な状況にありましたが、このたび新たに

親元に就農した方を対象に、営農意欲を持って営

農に取り組んでいただくことを主な目的として、

激励金として20万円を交付する支援制度を創設し

たものです。 

  このような市独自の支援策のほかにも、国では、

新規就農者育成総合対策事業において、経営開始

資金として、経営が安定するまでの最大３年間、

年間150万円を定額交付する事業を実施しており

ますし、県におきましては、元気な地域農業担い

手育成支援事業において、認定新規就農者を対象

に、機械導入などに対して500万円を上限に、事業

費の２分の１の額を補助する支援策を行っており

ます。 

  今後も新規就農者の皆様には、国、県、そして

市の支援策の概要やメリットを十分周知した上で

積極的な活用を促していくとともに、新規就農者

数の増加と経営安定に向けた支援の充実に努めて

いきたいと考えております。 

  次に、（３）の有機農業の産地づくりに具体的

にどのように取り組んでいくのかについてですが、

本市では、昨年６月、有機農業の生産から消費ま

で一貫した取組を推進するため、生産者、流通・

加工業者、消費者、学術機関などを構成員とした

米沢有機農業産地づくり推進協議会を設立いたし

ました。 

  本協議会では、国の支援策であるみどりの食料

システム戦略緊急対策交付金を活用し、有機農業

実践者の後押しと有機農業拡大の推進に取り組み、

本年３月23日には、県内で初めてオーガニックビ

レッジ宣言を行い、令和５年度から令和９年度ま

での５年間を計画期間とする米沢市有機農業実施

計画を策定したところです。 

  今年度の取組としては、有機農業の担い手確保
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事業をはじめとした４つを柱として取り組むこと

としております。 

  まず、１つ目の柱は有機農業の担い手確保事業

で、栽培技術研修会や慣行栽培から有機栽培への

転換に必要な経費の一部補助などを、２つ目の柱

である有機農産物等の流通拡大事業では、有機農

産物を使った加工品開発に向けた試作品の製作等

の計画を、３つ目の柱である有機農産物の消費拡

大事業では、市内でのマルシェ開催や市内消費者

を対象とした講演会の開催等を、４つ目の柱では

米沢らしい有機農業への取組で、米沢牛等の堆肥

や米沢鯉などを活用した資源循環型農業の構築に

向けた耕畜連携の強化や、有機肥料に関する研修

会を計画しているところです。 

  また、昨年度に引き続き、米沢地域有機農業推

進協議会及び米沢有機農業産地づくり推進協議会

の事業として、学校給食への有機栽培米の提供を

行うこととしており、今年度は計３回の提供を予

定しております。 

  今後も、両協議会が一体となって、流通・加工

業者、消費者と連携した取組を進め、有機農業の

拡大と有機農産物の消費流通を推進してまいりま

す。 

  次に、（４）の学校給食に本市農産物を供給す

る仕組みづくりができないかについてですが、現

在、学校給食における地産地消の取組としまして、

米沢青果株式会社に業務を委託し、学校給食にお

ける地場産農産物供給事業を実施しております。 

  これまでは、オカヒジキ、キュウリ、トマトな

ど13品目でありましたが、今年度からは新たに

ラ・フランス、サクランボ、雪菜、豆もやしの４

品目を追加し、計17品目について取組を進めてい

るところです。 

  この事業は、各学校からの対象品目の共同購入

の注文を受け、米沢青果株式会社が地場産の農産

物を確保し、各学校の納入業者に納品することで、

地場産野菜の学校給食への提供を行っているもの

ですが、課題といたしまして、ジャガイモやニン

ジンなどの重量野菜については、市場の生産部会

の体制が十分でないことから提供できないなど、

今後体制づくりを進めていく必要がございます。 

  次に、（５）の田んぼアート事業が終了する理

由は何かについてですが、田んぼアート体験事業

は平成18年度から実施しており、今年度で17回目

の開催となります。本事業は、地元の住民や小学

校、米沢観光コンベンション協会、山形おきたま

農業協同組合、農協青年部、関係機関、市などで

構成する田んぼアート米づくり体験事業推進協議

会を設立し、体験事業として田植の体験と稲刈り

の体験を実施し、毎年約200人の方に参加いただい

ているものです。 

  本事業は、市内に加え、市外や県外（宮城県、

福島県、東京都）などからも多くの方に御参加い

ただいておりますので、お子様から高齢者まで幅

広い年齢層の方が、体験事業を通じて農業への関

心と理解を深めるとともに、交流人口の拡大など

による地元のにぎわいづくりや地域経済の活性化

に寄与しているものと考えております。 

  しかしながら、展望台が設置から18年以上経過

し老朽化が進んでいること、展望台からの眺望が、

途中の民地の樹木の成長により十分に確保できな

くなってきていること、農協青年部の方々が、家

業の農業経営の中で主体となって営農する立場に

なったことで、農繁期に行う田んぼアートに協力

できにくくなってきたことなどの理由により、昨

年度協議会で検討した結果、残念ながら今年度を

最後に終了することとなりました。 

  先月の５月28日に行われました田植の体験では、

参加された方から終了を惜しむ声も私どももいた

だいたところですが、田んぼアートを実施するた

めには、観覧に適した場所と水田などの確保、そ

して地域が主体となって取り組める体制が必要と

考えますので、まずは一旦終了することに御理解

をいただきたいと思います。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 土屋教育長。 
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  〔土屋 宏教育長登壇〕 

○土屋 宏教育長 私からは、２、米沢市立学校適

正規模・適正配置等基本計画についてお答えいた

します。 

  初めに、（１）米沢市立学校適正規模・適正配

置等基本計画の見直しは必要ないのかについてお

答えいたします。 

  現行の米沢市立学校適正規模・適正配置等基本

計画は、平成30年度から令和19年度までの計画と

なっています。中長期的な視点から、適正規模・

適正配置に関する基本的な方向性と課題の解決に

向けた施策を登載しているものです。 

  この基本計画に掲げる各取組の進捗状況につい

ての確認と、その点検を踏まえた施策の練り直し

や新たな取組の検討といった作業を行いながら、

基本計画自体の修正といった必要性も出てくるも

のと考えております。 

  また、この基本計画においては、児童生徒に関

する現状把握と将来的な予測を踏まえながら、子

供たちが安心して学ぶことのできる環境、さらに

は、効果的で良質な教育が提供できる環境を整え

て、将来にわたって持続させることを目指してお

ります。そのような中で、特に児童数及び生徒数

の減少といった実情については、将来的な予測を

行う上で極めて憂慮すべき状況であると認識して

おります。 

  ただ一方で、この基本計画に基づいて取り組ん

でいる本市の小学校、中学校の再編におきまして、

学校における日常的な活動である学習活動、部活

動をはじめとした様々な学校教育活動を行うこと

ができ、円滑な学校生活が維持できると認められ

るのであれば、小学校及び中学校における適正規

模は保たれていると言うことができるものと考え

ております。 

  このように、児童生徒数が減少した場合であっ

ても、適正な学校規模が確保されていると認めら

れるのであれば、それをもって直ちに基本計画の

見直しをしなければならないといったものではな

いと考えております。 

  しかしながら、児童生徒の増減といった数字的

な状況とは別に、子供たちを取り巻く社会の情勢

や一人一人の個別事情に応じて、教育方針や教育

環境の在り方については、現状を的確に把握しな

がら、よりよいものにしていく不断の努力が求め

られるものであり、そのためには、基本計画に掲

げる各取組の見直しも必要になる場合があると考

えております。 

  基本計画においては、計画期間を20年間として、

おおむね５年をめどに検証を行い、必要に応じて

見直しを行うこととされております。現在の計画

が策定されてちょうど５年が経過したことから、

最新の状況を把握し、あわせて、現行計画の取組

の点検をしながら見直しをしてまいりたいと考え

ております。 

  次に、（２）中学校の学区が変更されることに

より生じる課題は何かについてお答えいたします。 

  現在、学校の再編に伴い閉じることとなる学校

区ごとに、地元代表者協議会を開催しております。

これは、閉じることとなる当該小中学校の学区内

にある地区の代表の方、学校ＰＴＡの代表の方、

また、各学校の同窓会や教育後援会といった学校

を支援していただいている組織の代表の方に参加

いただき、学校長もメンバーとして加わり、学校

を閉じることによる御不安や御心配に関する御意

見をお出しいただきながら、新たな学校の在り方

についても御意見をいただく場としております。 

  その中で、中学校の学区の変更については、現

行の基本計画の一つの柱でもある「一つの小学校

から一つの中学校へ」と進む環境を整えることに

よる小中一貫教育のさらなる推進に関し、たくさ

んの賛同の言葉をいただいており、小中一貫教育

の重要性を改めて痛感しております。 

  また、学区の再編に当たって開催している地元

代表者協議会において、統合により学区が広がり、

学校までの距離が長くなるところも出てくること

が予想されることから、通学の安全の確保につい
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ては多くの意見をいただいているところです。 

  そのほかに、統合による新たな学校を創設し開

校することになることから、統合に関わる子供た

ちが統合前からできる限り仲よくなって、期待を

持って新たな学校生活をスタートできるように取

り組むことが必要であるといったことや、新たな

学校の学校文化を築き上げていくことの重要性は

もちろんですが、閉校することとなる現中学校に

ついて、各学校の足跡を後世にしっかり伝えてい

くことも大切であるといった御意見をいただいて

いるところです。 

  統合を進めるに当たりましては、そのほかにも

配慮を必要とする事項や調整を必要とする事項が

様々あることから、今後立ち上げることになる統

合準備委員会や開校準備委員会において、関係者

の皆様の御協力をいただきながら、よりよい形で

統合中学校、統合小学校が開校できるよう取り組

んでまいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 御答弁ありがとうござ

いました。それでは、私のほうから再質問してい

きたいと思います。 

  まずは、新規就農者への支援ということでお聞

きしたいと思いますが、今年度から新たな支援策

として親元就農支援交付金が始まったということ

でしたが、この親元就農に関する支援というのは、

農業委員会からも要望ありましたし、私のほうか

らも何度か御要望させていただいたことがあった

かと思います。こういった形で実現したことに対

しては大変うれしく思うところでありますが、ま

だまだこの制度についての知名度というか認知度

が低いのではないかと感じているところですが、

この募集状況、応募状況についてはどのようなも

のであったのか、そして周知方法としてはどうい

った形で行ったのか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 現在、既に３名の方にそうい

う方がいらっしゃるとお聞きしております。 

  それで、周知をするには、単に激励金をお渡し

するだけではなく、いろいろＰＲする手法も大事

だと思っております。そういう中でお集まりいた

だいて懇談するような場も考えながら周知し、こ

の制度を米沢市としても、しっかりと親元就農者

の方を御支援するという意味も込めて、そういう

ＰＲを兼ねて実施していきたいと思っております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ちょっと聞き取りのと

きにお伺いしたときには、なかなか親元就農され

た方の情報を得るのは難しいというお話もお聞き

しました。地域農業の実情に詳しいのは農業委員

会の方だと思いますので、そういった方々と連携

して、ぜひ周知に努めていっていただきたいと思

います。 

  私も、実は20代の頃に会社員を辞めて農業をし

ていたことがありますが、新規就農しようと思っ

たときにどこに相談していいのか、どういった支

援があるのか、そういったことが分かりませんで

したが、ホームページを見ても、今もそういった

情報というのはなかなか分かりづらい状況である

かと思いますが、そのあたり新規就農者の相談窓

口はどちらになりますか、お伺いいたします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 現在、新規就農の窓口いろい

ろありますけれども、それを御紹介いたしますと、

新規就農の御相談であったり各種補助事業の窓口

は農政課になります。 

  一方で、認定新規就農者や農地の御相談は農業

委員会、また、生産技術に関する御相談について

は県の置賜総合支庁の農業技術普及課など、さら

に、移住されて新規就農されたいという方につい

ては、地域振興課が移住の部分での窓口になるな

ど、そういうふうにいろいろな窓口があって、確

かに今お話がありましたように、なかなか分かり

づらいという部分は私も感じたところです。 

  このため、今年度、新規就農の御希望の方が相
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談しやすい窓口体制にするにはどうしたらよいの

かと、農政課が中心になるのかどうかも含めてな

のですが、ぜひそれには置賜総合支庁などそうい

う機関にも入っていただいて、改善に向けた協議

をしていきたいと思っているところです。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ホームページであった

り、農政課の窓口に「新規就農者相談窓口」とい

った表示をするだけでもイメージが全然違うと思

いますので、そういったことも含めてやっていた

だければと思います。 

  今産業部長がおっしゃったように、新規就農の

相談というのは様々で、例えば農機具を買いたい

という場合であれば金銭的なサポートが必要です

し、農業技術を学びたいという場合は研修先であ

ったり先輩農家とのマッチング、そういったこと

も必要になってくると思います。 

  また、今度、農地を取得したいとなれば農業委

員会でありますし、移住してきた方であれば住居

を探さなければなりませんので、そのときはまた

違う部署というように、様々なところに行かなけ

ればならないと思います。 

  そこで、自治体によっては、そういったサポー

トを一括でしてくれる窓口、そういった自治体も

ありますが、本市はそういった状況になっている

かどうかということをお聞きしたかったのですが、

今答弁の中で、まだそこが足りていないという認

識はあるようですので、しっかりとそのあたりを、

様々な部署、あるいは県や農協、そういったとこ

ろと連携しながら構築していただければと思いま

す。これは要望にさせていただきたいと思います。 

  次の質問になりますが、この定例会でも女性活

躍ということが話題になっていましたが、農業分

野では女性の力が欠かせません。最近では、軽作

業だけではなくて、女性の方がトラクターであっ

たりコンバインであったり、そういったものを運

転される方もいらっしゃいます。ただ、女性とい

うこともあって、技術が未熟なために危険性を伴

う場合もあります。 

  実際に３年前に県内で、代かき中のトラクター

に同乗して奥さんに操作方法を教えていた旦那さ

んが、落下して代かきローターに巻き込まれ死亡

するといった痛ましい事故も起きております。そ

ういったことを考えたときに、事故を防ぐために

も女性向けの講習会、そういったことも必要では

ないかと思うわけですが、こういった講習会をし

たことがあったのかどうか、その点お伺いしたい

と思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 操作などの研修会につきまし

ては、米沢市独自では行っておりませんけれども、

置賜総合支庁、そして置賜の３市５町、あとはＪ

Ａなどの関係団体で組織します置賜農業振興協議

会では、令和２年度から、女性農業者や農業の初

心者、あとはシニア農業者のための機械操作研修

会を開催しているところです。 

  今お話ありましたが、確かに特殊な操作を農業

機械は必要としますので、重大な事故につながる

可能性も非常に高いと思います。そういう研修に

ついては、非常に事故防止の観点からも大事だと

思いますので、改めて関係機関と連携しながら、

そういう取組についてさらなる充実ができないか

考えていきたいと思います。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひよろしくお願いい

たします。女性だからということではなくて、多

様な担い手を確保していくということを考えてい

けば、定年退職した方であったり、あるいは他の

業種から転職した方であったり、そういった方々

が参入してくるような窓口を広げてあげることが

必要ではないかと思いますので、市のほうでも、

農業委員会、そしてＪＡあたりと連携して、そう

いった取組をぜひしていただきたいと思います。 

  また、労働力を確保するという意味では、昨日

もありましたが、最近では、自治体の職員――農

作業に限定してですけれども、副業を認めるとい
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う取組も増えています。農作業はスポット的に労

働力が必要になるために、県でもアプリを活用し

て、生産者と働き手を一日単位で結ぶ「やまがた

農業ぷちワーク」といった取組を令和３年度から

開始しています。 

  本市でもすぐに導入というわけにはいかないか

もしれませんが、まずは農家に対して、いつ、ど

んな時期にどういった作業、需要があるかといっ

た調査であったり、また、職員に対してもそうい

った意欲があるかどうか、そういった調査をして

はどうかと思うわけですが、そのあたりどのよう

にお考えかお伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 自治体職員の副業制度につい

ては、導入する自治体、確かに新聞でもよく見る

ところです。市でも、今お話ありましたが、農業

者の皆様から御意見をお聞きし、例えばどういう

ふうな農作業における人手の確保のニーズがある

のか、そういうものは機会をつくって調査をして

いきたいと思います。 

  また、庁内についても、さきの御質問にもあり

ましたけれども、それについても併せて考慮しな

がら調査をしたいと思います。よろしくお願いし

ます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひよろしくお願いい

たします。 

  続いて、有機農業産地づくりについてお伺いい

たします。 

  有機農業の先進地としては、千葉県いすみ市が

よく知られておりますが、米沢有機農業産地づく

り推進協議会のほうでも２月、視察に行かれたと

お聞きしております。栽培技術に関しては、本市

とは、気候であったり、そして土壌も違いますの

で、単純に導入するのは難しいかもしれませんが、

市長をトップとして、市全体で一体となって取り

組む体制であったり、学校給食に導入したり、そ

して販路を確保したり、そういった部分で見習う

べき点が多いと思います。 

  その中でも、いすみ市は、「人もコウノトリも

住める」といった言葉をキャッチフレーズにして、

コウノトリが住める環境づくりを目指して有機農

業が推進されてきました。有機農業はあくまで手

段であって、普及させることが目的ではないと思

います。目指すべきはその先、自然と共生できる

社会づくり、これを目指すことが本当の目的だと

思うわけですが、そういったことを考えたときに、

米沢市でも市民全体が共有できるような、こうい

う分かりやすい目標、ビジョン、そういったもの

が必要だと思います。 

  例えば、本市では鬼面川の蛍が有名ですが、我

が家でも有機栽培の田んぼの近くには蛍を見るこ

とができます。ぜひ市内全体で、「蛍が見える米

沢市を目指しましょう」、そういった分かりやす

いビジョンであったり目標を設定していただきた

いと思うわけですが、その点どのようにお考えか

お伺いいたします。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 今お話をお聞きいたしまして、

ビジョンというよりは、どちらかというと分かり

やすいキャッチフレーズ的なものかなと思ったと

ころであります。 

  ただ、オーガニックビレッジ宣言の目指すとこ

ろでありますが、つまるところは生産と加工、そ

して流通、販売、消費という地域内の循環、それ

を米沢市内で構築することがまず最大の目標だと

思っております。 

  そのためにも、昨年つくりました実施計画では、

具体的な５年後の数値目標として、有機農業の取

組面積であったり販売数量、あとは取り組む農業

者の皆さんの人数などを掲げておりますので、そ

ういうところを目標に進めていきたいと考えてお

ります。 

  ただ、今、分かりやすいキャッチフレーズにつ

いては、お聞きしてなるほどと思いましたので、

それについてもぜひ考えてみたいと思ったところ
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です。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） そうですね、関係者以

外でも身近に有機農業を感じていただきたいとい

う趣旨でお伺いしたわけですので、ぜひよろしく

お願いしたいと思います。 

  この有機農業の産地づくりを進めるためには、

教育、特に学校との連携も必要になってくると思

います。令和３年度からは、本市でも学校給食に

有機米を提供していただいていますし、今年度か

らは、米沢総合卸売センターの保育施設「キッズ

ピーパル」のほうでも給食に提供していただいて

いるとお聞きしております。 

  また、生産者が学校に訪問しての講話も行って

いますが、子供たちの体験として、なぜ有機農業

が必要なのか、そういったことを学ぶ機会が必要

だと思います。 

  私は、たまたま有機農業が身近にあった環境に

いたわけですが、ちなみに私の名前は悠生という

のですが、親がそこに思いを込めて名づけたと言

えればよかったのですが、残念ながら関係はない

そうです。 

  その話は置いておきましても、さらに子供たち

の理解を深めるためにも、生き物調査のような環

境学習、こういったものをぜひ授業に取り入れて

いただきたいと思います。そうしたことが、ＳＤ

Ｇｓの推進であったり、ゼロカーボンシティの実

現にもつながるものと思いますので、ぜひやって

いただきたいと思いますが、これは教育委員会に

お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 子供たちの学習の中でも、

自然を大切にするとか、あるいは自分たちが食べ

ているものを作っていらっしゃる、生産されてい

る方々のお話を聞くなんていう機会は、本当に生

きた教材だと思っております。 

  今、有機農業の大切さを子供たちにということ

で、子供たちが触れる学習機会としては、生活科、

理科などの授業でも様々触れる機会があります。

校外学習につきましては低学年中心ですので、安

全面や学習内容との関連性と照らし合わせながら

進めていくことになるかと思いますが、今、議員

おっしゃったように、生産者の方から有機米を入

れていただく際にお話をお伺いする機会もござい

ますので、ぜひそのお話の中で子供たちが理解で

きるような、生き物が増えてきているとか生息可

能とか、そういった具体的な例も挙げながら、有

機農業のよさについてさらにお話しいただければ

大変ありがたいと、そのように思っております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひ検討していただき

たいと思います。 

  続いて、学校給食における地産地消の推進につ

いてお伺いします。 

  地産地消を進めるためには、地場産野菜の供給

量の確保、先ほど重量野菜が不足しているという

話もありましたが、実際に調達したときに、不足

したとき調整するといったことが課題になってく

るのではないかと思いますが、現在でも、地場産

農産物供給事業を米沢青果株式会社のほうへ委託

して行っているという先ほど御答弁もありました

が、まず、この事業内容をもう少し詳しくお聞き

したいと思います。特に、どういった優先順位で

地場産の野菜を調達しているのかお伺いしたいと

思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 地場産農産物供給事業では、

米沢青果株式会社が、各生産者の組合員の皆さん

との調整、そして各学校からの共同購入品の受注、

当然その際、必要数量が出てきますので、それを

いろいろ手配して確保するということです。 

  また、場合によっては変更数量が出てきますの

で、それへの対応であったり、加えて、なかなか

ここはお気づきにならない方もいらっしゃると思

いますけれども、地域産の農産物の普及促進、そ

ういう意識を持って取り組んでいただいていると
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ころでございます。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 今、地域農産物の普及

促進というお言葉がありましたけれども、給食へ

の農産物の提供に関しては、今、市内の若手農家

の中でも、ぜひ提供したいという意欲が高まって

おります。 

  まず、米沢青果株式会社も交えて、生産者側は

何をどの時期にどれだけ出せるのか、また、調理

する側のほうでは、形がふぞろいであったり、土

がついていたり、そういったことにも対応できる

のかどうか、そうしたことをお互いが話し合う場

が必要だと思いますが、そのあたりどのようにな

っているかお伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 地産地消を推進し拡大してい

くためには、今お話ありましたけれども、生産者

の方、そして学校関係者が集まって協議していく

場は不可欠だと思っております。 

  先ほど申し上げましたけれども、いろいろな調

整については、地域に根差した市場の運営を行っ

ている米沢青果株式会社、こちらが中心的な役割

を担っていただいておりますので、当然そういう

ところにも入っていただき意見交換を行うと。 

  そして、先ほども申し上げましたけれども、ジ

ャガイモやニンジンといった重量野菜については、

生産者部会の体制が整っていないということから

対応し切れていない農産物もありますので、そう

いうものも含めて、さらに品目を拡大できるため

にはどういうふうにしたらいいのかということを

考える上でも、この協議する場というのは必要だ

と思っております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 既に枠組み自体はある

わけですので、さらに皆さんと意見交換をしなが

ら、ぜひいい方向に進めていっていただきたいと

思います。 

  続いて、田んぼアートについてお伺いしたいと

思います。 

  要因としては、展望台の老朽化だけではなくて、

様々なものがあって今回終了という判断に至った

ことは理解しましたが、田んぼアートが今年で終

了ということで県内ニュースにも取り上げられま

した。そういったことからも、市内外から惜しむ

声が聞こえてきていますが、この田んぼアートは、

農業振興のみならず観光面でも大きな本市の資源

であると考えますが、改めて産業部にお伺いしま

すが、この田んぼアートの終了を惜しむ声、これ

をどのように捉えているのかお伺いしたいと思い

ます。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 田んぼアートにつきましては

さきにお答えいたしましたけれども、市内だけで

はなくて県外、具体的には宮城県であったり福島

県、東京都、そういう遠いところからも泊まりが

けで来ていただいているという実態もあって、単

に農作業の体験だけではなくて、米沢市の交流人

口にもつながる貴重な事業だと思っているところ

です。 

  しかしながら、先ほども申し上げましたけれど

も、十分な眺望が確保できないという中で、今後、

新しい場所を探すというふうになりますと相当の

いろいろな調査も必要ですし、何よりも地域の方

に御協力いただけるのかというふうな部分、盛り

上がりも大事だと思います。そういうところも全

体を考えながら、まずはちょっと、本当にやむを

得ず一旦終了させていただくということで協議会

の中で決まったところでありますので、よろしく

お願いします。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 今、本当に産業部長が

おっしゃったように、継続していくためには地域

や関係団体との連携をしっかりと構築していくこ

とが重要だと思います。 

  例えばなのですけれども、現在、山上地区で最

上川源流よねざわ紅花プロジェクトが行われてい
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ますが、紅花畑の近くで田んぼアートをすれば新

幹線からも見えますし、これまでのように展望台

を常設する必要もありませんので、これまでのや

り方にとらわれないような、そういった新たな発

想で、いろいろな方面から復活する道を検討して

いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 安部産業部長。 

○安部晃市産業部長 今、山上地区のお話ありまし

たが、それ以外にも大変惜しむ声ということで、

例えば「うちのこういうところでできないか」と

か、そういうお申出といいますか御相談も来てい

るところです。まず、そういうところも考えて、

どういう波及効果が生まれるのか、そういう部分

も含めてお時間をいただきたいと思ったところで

す。よろしくお願いします。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひ復活していただき

たいと思いますので、そのあたり強くお願いした

いと思います。 

  続いて、米沢市立学校適正規模・適正配置等基

本計画についてお伺いしたいと思います。 

  中学校の学区が変わることで、これまで同じ小

学校から別々の中学校に分かれていた子供たちが、

同じ中学校に行けるということで歓迎する一方で、

少なからず混乱も生じるのではないかと思ってお

ります。 

  例えば興譲小からは、現在一中、二中、そして

四中へと進学するわけですが、令和８年度からは

第一中学校に全員が進学することになります。兄

弟がいる御家庭では、下の子は興譲小学校を卒業

して一中に行くのに、上の子は一旦四中に行って

から、途中から（仮称）北中に行くといったケー

スも考えられると思いますが、こういった場合、

具体的にどういった対応を考えていらっしゃいま

すか。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 想定している中学校の学

区の変更につきましては、令和８年度に中学校に

進学をする子供たちから、一つの小学校から一つ

の中学校へと進むことができるように、複数学校

に進学をしている小学校につきまして、中学校の

学区変更をしようとする計画になっております。 

  例えば、令和６年度興譲小から第四中学校に進

学するお子さんの御兄弟が、令和８年度に中学校

に進学すると。その場合、原則としては、令和６

年度に四中に進んだ上のお子さんについては、３

年生になる段階で（仮称）北中へそのまま移行し

ます。令和８年度中学校へ上がる御兄弟につきま

しては、その時点で学区が変更となりますので、

第一中学校へ進むという計画になっております。

学区の変更年度をまたぐということで、御兄弟で

別々の中学校の１年生と３年生の在籍という御家

庭が発生するというところです。 

  学区の変更を行う際には、特定の年度をもって

どこかで変更せざるを得ないということから、そ

のようなことが生じるという現状につきましては、

何らかの経過措置を講じる必要があるという認識

をしております。 

  今、御説明しました事例の場合につきましては、

学区の特例措置の対象とすることによりまして、

御兄弟が同じ中学校に進学ができるような準備を

していきたいと考えているところです。 

  具体的には、上のお子さんが令和６年度中学校

に進学する際に四中進学となるところを、２年後

の御兄弟の進学することになる同じ一中へ進むこ

とができる、そのようなことが可能になるような

特例措置というのを現時点では想定しているとこ

ろです。 

  ただ、御兄弟全てにそのような形ということで

はなくて、あくまでも御家庭の御希望によって、

申請によって、そのような進学の方法についても、

選択ができるような準備をしていきたいと考えて

おります。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ぜひそのあたりは柔軟

に対応していただきたいと思います。 
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  先ほど教育長のほうからもありましたが、統合

することによって、中学校だけではなくて小学校

でも学区が広がります。私も六郷小学校の地元代

表者協議会のメンバーになっていますが、その中

で保護者が多く気にかけているのが通学方法です。

通学距離が長くなればスクールバスで対応するこ

とが多くなるかと思いますが、通学方法について

は今後地域と協議していくということでしたが、

１台の車両の運行距離が長くなると乗車時間が長

くなる。場合によっては授業に遅れる、そういっ

たこともあるのではないかと思いますので、それ

を防ぐためには、市内全体で相当数の台数を確保

しなければならないと思います。 

  そうなってきますと心配なのが、運転手の不足

です。隣の川西町では、スクールバスの運転手の

確保に頭を悩まされているそうですが、そのあた

り市の教育委員会としてはどのように認識してお

られるのか、また、そういった場合に備えて今か

ら運転手を確保する必要があるのではないかと思

うわけですが、その点についてお伺いしたいと思

います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 今お話しのとおり、本市

におきましても他市町と同様に、バス輸送に関し

ての人材不足という状況が生じているというのは

承知しておるところです。 

  しかしながら、統合を進めていく上では、スク

ールバスの活用は欠かすことができないというこ

ともあります。非常に重要な要素でありますので、

今後、統合準備の作業において、スクールバスの

運行形態、あるいは車両調達の在り方、先ほど台

数なんていうところもございましたが、そのよう

なところ複数の選択肢を想定しながら、実施可能

な方法について見極めていきたいと考えておりま

す。 

  また、検討に当たっては、市内に所在しますバ

ス事業者の方々などとも適宜情報交換をしながら、

取り組んでまいりたいと思っております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 将来的には、運転手を

確保するために、除雪車のオペレーター育成事業

のような、そういった大型二種免許の取得補助、

そういった事業も必要になってくるのではないか

と思いますので、長期的な目線を持って早めに対

応していただければと思います。 

  続いて、小学校統合についてお伺いしたいと思

います。 

  次の小学校の統合は、広幡・塩井・六郷の小学

校の統合になるかと思いますが、小学校なのでこ

ちらは制服がありませんが、共通のものとして体

操着があるかと思います。今の小学校２年生から

は、もう既にこの統合小学校に入る予定になるか

と思いますので、この体操着のほうの切替えとい

うのは、いつから購入できるようになるのかお伺

いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 広幡小、六郷小、塩井小

の（仮称）統合小学校につきましては、令和９年

度の開校を目指して現在準備を進めております。 

  子供たちの体操着、６年間、非常に成長が著し

い時期ですので、おおむね４年生頃には買換えが

多くなるという捉えもしておるところです。 

  統合小学校として、新しい体操着の着用につい

ては、現在の２年生が買換えの時期に当たります

令和７年度からの購入に向けて準備をしていきた

いと考えております。 

  なお、子供たちの成長には個人差がありますの

で、買換えの時期にも様々な差があることから、

移行期間なども設けまして、できるだけ弾力的に

統合前の小学校の体操着の着用についても取り扱

っていきたいと考えております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） ばらばらではなく、周

りと同じものを着せたいと思うのが親心だと思い

ますので、そのあたり早めに対応していただける

ようですので、その点は非常に安心したところで
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あります。 

  もう１点お伺いしたいのですが、この統合小学

校、今まで仮称ではありますが、広井郷小学校と

呼んでいます。これ正式名称としては、どのよう

なプロセスを経て決まるかどうかお伺いしたいと

思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 （仮称）統合小学校の学

校名につきましては、この後、公募を原則として

考えているところです。時期的なところとしまし

ては、様々その後の校章、あるいは校旗など準備

もありますので、令和６年度あたりまでには遅く

とも公募をして決めていきたいと考えておるとこ

ろです。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） その点についても分か

りました。体操着や校名については、保護者の皆

さんも非常に興味、関心があるところだと思いま

すので、できるだけ早めに小まめに情報発信して

いただければと思います。 

  また、統合に向けては事前に子供たちの交流事

業を実施されるようですが、それに加えて保護者

の交流事業も予定されているようです。具体的に、

この保護者の交流事業はどのようなものを考えて

おられるのか、お伺いしたいと思います。 

○相田克平議長 山口教育指導部長。 

○山口玲子教育指導部長 子供たちの交流につきま

しては、これまでの経緯でいいますと、統合前２

年間を使って交流をしておりました。保護者に関

しましては、これまでのところはコロナ禍もあり

ましてなかなか実現できませんでしたが、やはり

大事なことだと思いますので、ＰＴＡの役員を中

心に様々な形を検討しながら、保護者の交流につ

いても進めていきたいと思っております。 

○相田克平議長 古山悠生議員。 

○１２番（古山悠生議員） 私からもう少し加えて

申し上げたいのが、保護者だけではなくて、運動

会のように子供から大人まで地区ぐるみで交流で

きるような、そういった事業も必要なのではない

かと思っております。 

  ６月の第１週の日曜日には各地で運動会がされ

て、大変盛り上がったようです。また、以前にも

申し上げましたけれども、土屋教育長が広幡小学

校に勤務されている頃に、中学校に上がる前に３

つの小学校の児童たちが交流を深めるために「な

かよし運動会」、そういったものを開催していた

だいたことも覚えております。そういったことも

考えますと、これから広井郷地区は一つなのだ、

そしてそこに一つの小学校ができるんだといった

意識を持ってもらえるような取組、地域ぐるみの

事業が必要だと思いますが、そのあたりのきっか

けづくりをぜひしていただきたいと思います。当

時の保護者の方も今日ここにいらっしゃいます。

ぜひ、そのあたり教育長のお話でお答えいただい

て終わりたいと思います。 

○相田克平議長 土屋教育長。 

○土屋 宏教育長 今後３校の統合に向けて、地元

代表者協議会の意見書を受けて、統合準備委員会

が開かれていくと思います。そこのところで、統

合までの子供たちや保護者の方の交流について話

合いもされると思いますけれども、ぜひ皆さんで

知恵を出して、３校の子供たちの交流、保護者の

交流、そして親子の交流、さらには地域の方々も

一緒になっての交流を考えていただきたいと思っ

ています。 

  かつて南原小学校と関小学校が一緒になる前の

年、子供たちと先生方の思いで一緒の運動会もし

ています。ですので、もともと広井郷地区の方々

は仲のいい地域でありますので、ぜひそういった

ことで地域の方も巻き込んで、みんなで仲よくな

って開校を迎えていただければというふうに応援

していますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。 

○相田克平議長 以上で12番古山悠生議員の一般質

問を終了し、暫時休憩いたします。 
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午後 ３時１３分 休  憩 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 

午後 ３時１４分 開  議 

 

○相田克平議長 休憩前に引き続き会議を開きます。 

  次に進みます。 

 

 

 

  日程第２ 議第４５号令和５年度米沢市一 

       般会計補正予算（第４号）外１ 

       件 

 

○相田克平議長 日程第２、議第45号令和５年度米

沢市一般会計補正予算（第４号）及び日程第３、

議第46号令和５年度米沢市水道事業会計補正予算

（第１号）の議案２件は、議事の都合により一括

議題といたします。 

  この場合、市長から提案理由の説明を求めます。

中川市長。 

  〔中川 勝市長登壇〕 

○中川 勝市長 ただいま上程になりました議第45

号及び議第46号の両案件について説明いたします。 

  議第45号令和５年度米沢市一般会計補正予算

（第４号）は、エネルギー・食料品価格等の物価

高騰対策に要する経費など、緊急に補正を必要と

する事業費として３億6,803万6,000円を増額補正

しようとするものであり、この結果、補正前と合

わせた一般会計の予算総額は416億3,796万4,000

円となります。 

  主な補正内容を説明いたしますと、民生費にお

きましては、障がい者及び高齢者福祉施設燃料費

等助成金のほか、保育施設等光熱費高騰緊急支援

補助金などとして3,239万5,000円を、衛生費にお

きましては、物価高騰対策水道料金軽減に伴う水

道事業会計への負担金として１億4,420万1,000円

を、農林水産業費におきましては、畜産飼料価格

高騰対策支援事業費補助金として2,399万円を、商

工費におきましては、プレミアム付き商品券事業

負担金として１億6,200万円を増額補正しようと

するものであります。 

  これらに伴う財源といたしましては、特定財源

として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金を含む国県支出金を増額補正するほか、

一般財源として、財政調整基金繰入金を減額補正

しようとするものであります。 

  次に、企業会計でありますが、議第46号令和５

年度米沢市水道事業会計補正予算（第１号）につ

きましては、物価高騰対策として本年７月から９

月までの３か月分の水道基本料金を減免するに当

たり、システム改修費用などを増額補正しようと

するものであります。 

  以上、提案いたしました両議案につきまして、

よろしく御審議の上、御賛同賜りますようお願い

申し上げ、提案理由の説明といたします。 

○相田克平議長 ただいまの市長説明に対し、総括

質疑を許可いたします。御質疑ありませんか。２

番成澤和音議員。 

○２番（成澤和音議員） ただいま追加の補正予算

が上程されました。中身を見てみますと、水道料

金の減免であったり、愛の商品券事業であったり、

市民生活により密着した補正予算になっておりま

す。 

  財源に関しましては、昨年に引き続き新型コロ

ナウイルス感染症対応の交付金を活用してという

ことでしたが、先月報告あったとおり、本市に関

しましては、昨年度、新型コロナウイルス感染症

対応の交付金に関して不用額が発生しまして返還

した経過がございました。本来であれば市民の皆

様に使えたお金を、不用額として返還してしまっ

たということは非常に残念でなりません。 

  今回、また新たに補正予算が組まれるわけです

が、そこをどういうふうな教訓を生かして、今後

この交付金に関して活用していけるものなのかお
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伺いしたいと思いますが、いかがでしょうか。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 市の財政を預かる者としまし

て、常日頃、経費節減、財源確保などを呼びかけ

ておきながら、令和４年度につきましては、新型

コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の

交付対象事業費が、交付限度額を下回るというこ

ととなり、まさにじくじたる思いでございます。 

  この令和４年度のいきさつについては全庁的に

共有しております。今後、交付金の交付対象事業

の実施状況の確認を適時的確に行った上で、決算

見込額の精度を高め、事業費が交付額を下回らな

いよう調整を行ってまいりたいと思っております

ので、よろしくお願いいたします。 

○相田克平議長 ２番成澤和音議員。 

○２番（成澤和音議員） 今週も報告いただきまし

たが、中には個別の事業で、決算の締切りが12月

とか１月交付対象という事業があるわけなのです。

ここがあれば不用額が出てしまうと思います。見

込額に達しませんでしたと。さらには、条件が今

回厳しいと思います。例えば物価高騰であれば、

対象となるもののうちどちらか基準が低い額、低

いほうを交付額とするといった制度となれば、申

請しにくいとか見込みより下回る、それは十分可

能性あると思いますが、どういうふうに生かして

いくのですか、お伺いします。 

○相田克平議長 神保総務部長。 

○神保朋之総務部長 委員からも先日そのような御

意見いただきまして、ただいま、そちらのスキー

ムにつきまして細かく検討している最中でござい

ます。予算特別委員会などにおいて、その辺の説

明もできるように現在準備しておるところですの

で、そちらのほうをお待ちいただきたいと思いま

す。 

○相田克平議長 ２番成澤和音議員。 

○２番（成澤和音議員） ぜひお願いしたいと思い

ます。 

  市長、最後にお伺いしたいと思います。私、市

長が県議会議員時代のお言葉を思い出しました。

よく意見交換会している際に、支援金であったり

交付金であったり、そういった際は条件が厳し過

ぎると市長も言っておられました。パッケージと

して交付したほうがいいのではないかというとこ

ろを今回のことで思い出しました。 

  米沢も今同様の状況だと思います。コロナ禍で

非常に苦しい状況の中、各施設においても物価高

騰している中で、条件がいっぱいあるわけです。

その条件を照らし合わせると、限度額を申請しよ

うと思ったけれども、実際には対象外になってし

まったりとか、そういった状況があると思います

ので、よりどこに向かって発信をしていきたいの

か、そこを査定しながら、これから予算のほうを

つくっていっていただきたいと思いますが、いか

がでしょうか。 

○相田克平議長 中川市長。 

○中川 勝市長 昨年度の交付金が余ってしまった

というものについては、非常に私もがっかりして

おりました。それで、どうしてそういう状況にな

ったのかということを、しっかり担当者と協議さ

せていただいたところであります。 

  そういった中で、制度設計的なものもあったで

しょうし、また、いろいろ期限的なものもあった

のかもしれません。また、種類によっては、そう

いう時限的なものもあったのかもしれませんけれ

ども、しかし、目的が限られておるわけでありま

す。使用目的が。そういった中で、本市としてど

のように助成していくか、交付していくかという

ことについては、不用額が出ないような対応とい

うものは心がけていかなければならないと思いま

すし、また、そういうものが出てきそうになった

場合の対応についても、どのようにできるのかと

いうことについても、もう対応を指示したところ

でありますので、これからこのようなことがない

ように、しっかりと財政運営、交付金活用を進め

てまいりたいと、このように考えております。 

○相田克平議長 ほかに御質疑ありませんか。 
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  〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○相田克平議長 なければ、総括質疑を終結いたし

ます。 

  ただいま議題となっております議案２件は、会

議規則第37条第１項の規定により、配付しており

ます議案付託表（追加）のとおり、所管の委員会

に付託いたします。 

  所管の委員会は、会議日程により慎重審査の上、

来る６月28日の本会議にその結果を報告願います。 

 

 

 

  散    会 

 

○相田克平議長 以上をもちまして本日の日程は終

了いたしました。 

  本日はこれにて散会いたします。 

 

  午後 ３時２４分 散  会 

 


